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～会議の概要～ 

○委員長 

 それでは、開会に先立ち、一言申し上げます。 

 本日３月11日は、東日本大震災が発生した日でありますことから、午後２時46分に委員会審議が継続中であれば

質疑を中断して、亡くなられた方々の御冥福を祈り、黙祷することといたします。よろしく御理解ください。 

 それでは、ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名員に、酒井委員、佐々木秩委員を御指名いたします。 

 委員の交代がありますので、お知らせいたします。千葉委員が秋元委員に、安斎委員が中村委員に、上野委員が

酒井委員に、林下委員が佐々木秩委員に、北野委員が中島委員に、それぞれ交代いたします。 

 付託案件を一括議題といたします。 

 これより、経済常任委員会所管事項に関する質疑に入ります。 

 なお、本日の質問順序は、公明党、民主党・市民連合、一新小樽、自民党、共産党の順といたします。 

 公明党。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○秋元委員 

 今、委員長からもありましたけれども、東日本大震災から今日で２年ということで、改めて亡くなられた方の御

冥福をお祈りします。また、たくさんの方が現在でも避難生活されているということで、一日も早い復興が実現で

きますように御祈念させていただきます。また、東日本大震災で得た教訓といいますか、これをしっかり振り返り

ながら、今後の小樽市の政策にも生かしていけるように、自分としてもしっかり勉強していきたいというふうに思

います。 

◎高校生就職スキルアップ支援事業について 

 初めに、今回の予算の中にも盛り込まれておりました高校生就職スキルアップ支援事業費126万円について、この

事業内容を伺いたいと思います。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 高校生就職スキルアップ支援事業の事業内容ということでございますけれども、基本的には高校１、２年生を対

象に、就職活動を迎えるに当たって、さまざまな社会の仕組みですとか、そういったことを学んでいただく事業に

なっております。中身といたしましては、就職活動に当たっての基礎知識や心構えなどの講演などをするセミナー

ですとか、事業所の視察、あるいは事業所での実習、それから個人面談、高校の要請があれば出張して行う出張授

業ですとか、他には、実際に履歴書の書き方ですとか、模擬面接、そういったものを実施する事業となっています。

また、その中で、市内の企業の採用担当者の方と学校の進路指導の教員をお呼びしまして意見交換、そういったも

のを行っております。 

○秋元委員 

 平成24年度から実施されていたということですけれども、先ほどセミナーや実習なども含めて行われるというこ

とだったのですが、時間的にはどうなのでしょうか。総体的にですけれども、事業全体として何時間ぐらいの内容

なのでしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 時間数ではなかなか答弁できない部分なのですけれども、平成24年度の12月末現在の実施状況を簡単に説明いた

しますと、事業所視察では７事業所を視察して約31名が参加、それから事業所の実習につきましては、これは夏休

み、冬休みに行っているものでございますけれども、12事業所で実施をして22名が参加しています。 

 それから、個人面談ということでは、この事業は登録制になっていまして、現在登録生が113名いるのですが、そ
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の中で延べ109回、個人面談を実施しています。 

 それから、出張授業については、市内の６校に対して延べ33回実施しておりまして、あとはサポートとして履歴

書の作成ですとか、模擬面接なども計20回実施しています。 

○秋元委員 

 視察が７事業所、また実習が12事業所ということで、参加されている方があまり多くないという感じがしたので

すけれども、この視察された７事業所、また実習された12事業所というのは、具体的にどういう種別の事業所なの

か、わかりましたら聞かせていただけますか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 視察、実習に当たっては、小樽市内の企業を中心にしていまして、種別で言いますともちろん製造業もございま

すし、宿泊、飲食施設もあります。あとは観光の土産物屋ですとか、小樽市内の観光ということもございますので、

そういった特色に合ったような、あとは協力していただける企業が問題になってきますけれども、そういったとこ

ろの業種で実施しているところでございます。 

○秋元委員 

 今言ったとおり、参加人数はそんなに多くないのだなと実際思ったのですけれども、この募集といいますか、参

加される１、２年生にはどのように周知されているのですか。 

 また、以前であれば若年者といいますか、特に若い方々の就職については質問させていただきましたけれども、

早いうちからそういう意識づけというのは非常に重要だと思うのですが、１、２年生に対する周知についてはどの

ような形で行っているのでしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 まず、この事業実施に当たりましては、各高校の進路指導の教員を通して、こういった市の委託で就職支援の事

業をやりますよと、まず周知をします。それで、進路指導の教員から学校に対して周知をして、その中で特に、こ

の就職スキルアップ支援事業については、こういった就職の支援を受けたいと登録していただいて、その中で実施

しています。先ほど主に高校１、２年生と言いましたけれども、実は３年生も受けたいという生徒は受けさせてお

りますので、登録生113名のうち高校３年生が大体74名ということで、やはり私どもが思っている、早いうちからそ

ういった就職活動に向けていろいろこうやっていただきたいという部分と実際の中身的には、実は高校３年生がこ

んなにいるのだというところとか、実態とかけ離れた部分はありますけれども、周知については先ほど言いました

とおり登録制ということで、登録生にはもちろん周知していますが、事業所の見学ですとかそういった部分につい

ては、登録していない生徒に対しても学校の進路指導の教員を通じて、こういった事業所見学があるけれども参加

しませんかというような形では周知しているところでございます。 

○秋元委員 

 私も、いろいろな若い方々の就職にかかわるセミナーなどに参加させていただきまして、やはりなかなか高校１、

２年生というのは就職に対して実感がない方が多いというようなお話も、実際その１、２年生からも伺いましたし、

就職担当の教員からも直接そういうお話を聞いていて、本当に担当者が苦労されているということは常々感じてい

たのですけれども、実際、個人面談の登録者数が113名中74名が３年生だったということから考えれば、１、２年生

だけではなくて、事業自体がもう少し枠を広げてもいいのかなということも考えていく必要はあるのかなと思うの

ですね。 

 その上で予算づけももう少し、ではどのように増やしていけるのか、また適切な事業費なのかということも、し

っかり考えていかなければならないと思うのですけれども、実際はその対象者よりも対象外の生徒のほうが多いと

いうことで、今回平成25年度の予算が126万円つきましたけれども、25年度ももし３年生が応募してくるようなこと

があれば、当然範囲内、対象に含まれるということでよろしいですか。 
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○（産業港湾）商業労政課長 

 対象者という部分でございますけれども、先ほど説明不足だったのですが、高校３年生が74名いるのですけれど

も、その中には今年３年生になって初めて参加された３年生と、昨年２年生のうちから参加していて、引き続き今

年も参加しているという生徒もいるので、全部が全部、今年初めてというわけではありません。昨年から引き続い

てフォローアップしている生徒もおりますし、今年度からは新卒の未就職者も一応この事業の対象にはしておりま

すので、実際参加されている方は新卒未就職の方で７名ということで聞いていますが、まだちょっと少ないのか多

いのかわからないですけれども、枠は特に高校１、２年生に限らず、３年生でも新卒３年以内の未就職者の方でも

皆さん受けていただけるのであれば、受けていただきたいというふうに考えております。 

○秋元委員 

 そこで、例えば視察とか実習などに参加されている方々のアンケートなどとられていましたら、実際現場で参加

した方々のどのような意見があるのかというのは押さえているのでしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 平成24年度のこの就職スキルアップ支援事業のアンケートにつきましては、実は今月修了式がありまして、その

際にアンケート調査すると聞いておりますので、その中でいろいろ感想が出てくると思います。 

 いわゆる企業見学であり、企業実習であり、いろいろな模擬面接とか、そういったものをいろいろ24年度、23年

度も含めてやっている中では、面接の練習などはすごくためになったというような声もありますし、自己ＰＲとか

苦手な部分をいろいろ教えてもらったという意見もあります。あと基礎知識という部分ではコミュニケーション能

力が重要なのだということがわかったですとか、参加された生徒からは参加してためになったというような声は聞

いているところであります。 

 ３月に実施しようとしている修了セミナーのアンケートでは、逆に生徒にどんなことをやってほしいかというよ

うな声も吸い上げて、また次年度に向けて考えていきたいというふうに思っています。 

○秋元委員 

◎新卒未就職者等の地元定着を目指した地域人材育成事業について 

 次へ行きますが、新卒未就職者等の地元定着を目指した地域人材育成事業費1,500万円ということで、株式会社ホ

ープ・ワンに委託されるというお話でしたけれども、この事業の内容はどのようなものなのか、説明いただけます

か。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 新卒未就職者等の地域定着を目指した地域人材育成事業の事業内容についてですけれども、新卒、今年３月に卒

業した未就職の方プラス一応３年以内の未就職者を含めて、定職につかせて地元に定着させるために人材育成をす

るということで、事業の内容につきましては、研修としては英語が中心になると思いますけれども、語学研修、パ

ソコン検定の３級程度の資格を取らせる、それから販売士３級といったものを目指す座学です。あとは基礎知識な

どをやります。 

 それから、実習として、市内の企業にお願いして、そこでの実習も考えております。 

あと、その中で、キャリアコンサルタントがおりますので、就職の相談ですとか、場合によっては面接などそう

いったものも実施するといったような事業でございます。 

○秋元委員 

 この1,500万円の予算の内訳というのは、どのような内容なのですか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 この事業につきましては、国の緊急雇用創出事業を使っておりますので、条件としては事業費1,500万円のうちの

２分の１以上が新規に雇用した失業者の人件費でなければだめだということになってございますので、1,500万円の
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うち、新規に雇用した失業者と、受託事業での既存の社員も含めて、人件費で約1,000万円になります。それ以外に

つきましては事業費ということになりますので、外部講師への謝礼ですとか、教室ですとかパソコン、そういった

ものを全部レンタルしなければなりませんので、そういったレンタル料ですとか、あと教材費等々を入れて1,500

万円というような内訳になってございます。 

○秋元委員 

 約1,000万円が人件費だということで、以前にもお話ししたと思うのですけれども、実際かなりの部分が人件費と

いうことで、その事業の中身は、先ほどの高校生就職スキルアップ支援事業と若干かぶってくるような内容がある

のかなというふうに思うのです。実際、高校の就職担当の教員からは、いろいろなメニューがたくさんあり、もう

いっぱいいっぱいだというようなお話も聞くのです。そういうことを考えると、たぶんその教員や生徒たちには、

いろいろな意見があると思うのですけれども、例えば先ほどの事業、また今回の事業も含めて、重複するような事

業があれば、それはしっかり市、学校、また、その事業者と連携をしながら、省くですとか、重複するようなもの

でも、ちょっとグレードといいますか、同じことをやるのでも、専門的な内容をやりますよというようなことであ

れば構わないのでしょうけれども、例えば面接の方法ですと、学校でもかなりやっていますので、そういう部分も

しっかり三者で連携をとりながらやっていったほうが、もう少し事業費を有効的なものにできるのかなという思い

があるのですけれども、その辺はいかがですか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 前段にお話しした高校生就職スキルアップ支援事業につきましては、まず基本は現役の高校生が対象ですから、

社会のルールだとか、世の中にどんな仕事あるのだというところの、本当に基本的なことをメーンでやっておりま

す。 

 今説明した緊急雇用を使った地域人材育成事業は、あくまでも失業者対策ですので、当然一度、今回は新卒未就

職者という考え方をすれば、まだ就職されていない高校生も参加する可能性はもちろんありますけれども、先ほど

言った販売士３級の資格などは就職スキルアップ支援事業ではやりませんし、あと事業所実習とか、研修の中でも

実際にイベントを自分たちで一から企画させて、収支の関係から外の業者とのやりとりも含めてやるという、より

実践的な内容で地域人材育成事業はやってございますので、もちろん対象も違いますし、やる内容も大分違うと思

っていますので、その辺では重複はないという部分が一つと、あと先ほども言った教員、それから私どもとホープ・

ワンという受託事業の連携につきましても、常日ごろホープ・ワンとキャリアコンサルトと進路指導の教員とは意

見交換をしながらやっておりますし、私どもも進路指導の教員と会う機会とかもございますので、なるべく市の事

業という部分での重複ももちろんですし、実は市でやっているし、後志教育局でもやっているし、ハローワークで

もやっているみたいなものもありますので、その辺について最近は、後志教育局などとも連携しながら、企業見学

など少ない人数でそれぞれやるのであれば一緒にやりましょうみたいな、そんな話もしていますので、その辺は十

分連携をとりながらやっていきたいというふうに思っています。 

○秋元委員 

◎地域若者サポートステーションについて 

 それで、今の話とは違いますけれども、この項最後に若い人たちを支援していく地域若者サポートステーション、

いわゆるサポステの事業を、私としては小樽でもそういう事業に取り組んで、実際に今まで以上に一歩踏み込んで

支援できるような取組ができないかなということで考えていたのですが、サポートステーションの認識と、例えば

今後、小樽市がサポートステーションの事業に応募するような方々との連携というふうに考えれば、どういうふう

に市として考えていけるか、その辺もし何かありましたら、お知らせいただけますか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 今、御質問がありました地域若者サポートステーションというものでございますけれども、これは15歳から39歳

 
- 4 -



平成 25 年 3 月 11 日 予算特別委員会会議録(4) 

ぐらいの若者の方で、働くことについてさまざまな悩みを抱えている方が就労に向かえるような多様なサービスと

いうふうに聞いておりますので、単純にハローワークへ行って仕事を探す前段のいわゆる生活支援みたいな部分の

入ったものになっています。 

 近くでは札幌市にございまして、札幌市のサポステは一応対象地域に後志も入っています。決して札幌市にある

から小樽市になくてもいいという話ではないのですけれども、この事業は厚生労働省が直接その地域で若者支援の

実績とかノウハウがあるＮＰＯですとか、株式会社、社団法人、財団法人、学校法人に委託して行うということで、

厚生労働省からの直接の委託事業になっています。 

 市は、委託される事業、企業、ＮＰＯに対して推薦書を求められるというような仕組みになっておりまして、小

樽市内でそういった若者の生活支援を、今、実際やられているという団体を、私どもは把握してございませんので、

やはりもし小樽市がやるというふうになれば、まずは地元でそういった若者の生活支援なりをやっている団体があ

って、そこがある程度の実績とかノウハウを積んでいただいて、その上でサポートステーションという形で受託で

きるような体制が整えられるのであれば考えられるのかというのが一つと、あとは、前にも答弁したかもしれませ

んけれども、小樽市内にそういった支援を必要としている方たちがどのぐらいいるのかというのも、実は人数を把

握しているという状況にはございませんので、その辺のことも含めた中で、新年度、国の予算、新年度の中ではサ

ポステの拡充みたいなことも盛り込まれているようですから、その辺の動きと、あとは前に御質問いただいたパー

ソナルサポートの関係との絡みもあると思いますので、その辺を注視しながら、小樽市としてどうするのかという

のは考えていかなければならないのかというふうに思っています。 

○秋元委員 

 １点具体的に、小樽市内で若者を支援するような例えばＮＰＯですか、そういうような団体があったとして、ど

のぐらいの期間ですとか、どういう実績があれば市として推薦できるのか、その辺の基準というものはあるのでし

ょうか。例えば１年間若者を支援していればオーケーだとか、１年では短くて３年だとか、もしそういう何か一つ

基準になるような考え方があれば聞かせていただきたいと思うのです。 

 私が知っている方で、若者だけということではないのですけれども、そういう活動をされている方がいますので、

実際現実的にどうなるかというのはわかりませんけれども、市として一つの考え方が示されれば、もしそういうこ

とを考えている方がいれば、ぜひ市としても一定的な話といいますか、情報提供もできるだろうし、例えばそうい

う志のある方がいれば、将来的にはサポステが小樽市に開設されるということも夢ではないというふうに考えれば、

一定程度何か基準みたいなものがあればいいなと思うのですが、その辺はいかがですか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 推薦するに当たっての基準なのですけれども、なかなか何年以上やったからとかという基準は、特に今、設けて

いるわけではございませんので、やはりサポステとして機能するためには、もちろんキャリアカウンセリングみた

いなものも必要ですし、札幌市とか他市のサポステを見ますと、社会福祉ですとか精神保健福祉ですとか、そうい

った専門の知識を持ったスタッフを配置しているところもありますので、そういった事業所を運営していけるだけ

のＮＰＯなのかどうかというようなこと、やはり市として信頼して推薦するという形でいくためには、１年やって

いればいい、２年やっていればいいということではないと思うのですけれども、日ごろからそういった若者支援の

部分での意見交換ですとか、市とのやりとりとかがある中で、あと市内でどんな実績を積まれているのかという部

分を見極めた上での推薦ということになると思いますので、何年以上だからとか、そういうことではないというふ

うに思っています。 

○秋元委員 

 いずれにしても、ある一定程度の信頼関係がないと、たぶん簡単にはそういう許可といいますか、推薦もできな

いのでしょうから、まず今、商業労政課長が言われたとおり、実際小樽市内にそういう対象となる方々がどのぐら
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いいるのか、以前もお話ししましたけれども、一度ぜひ調査していただきたいというふうに思うのです。私も以前

から、なかなか仕事だけではなくて、引きこもりですとかニートの方々とお会いして話す機会もありますけれども、

実際小樽市でそういう相談ができるところがないというお話もありますから、そういう数といいますか、ぜひ１回

調査してほしいと思いますし、全国的に見てもやはりそういう方々をいかに社会に復帰させるかという動きという

のは非常に大きくなっていますので、小樽市としても早いうちから取り組んでいただけるように準備はしておかな

いといけないのかなというふうに思いますので、ぜひよろしくお願いします。 

◎東アジア等販路拡大支援事業について 

 次に移ります。 

 東アジア等販路拡大支援事業、今回は305万円の予算がつけられておりますけれども、以前も質問させていただい

たことがあるのですが、販路拡大支援事業の中で平成24年度の事業を行われてきたというふうに思うのですけれど

も、実際、商談会での状況というのはどういう状況なのか、例えば成約状況といいますか、商談の内容といいます

か、商談の状況ですとか、成約の状況がどのような形になっているのか、あれば聞かせていただけますか。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 東アジア等販路拡大支援事業の補助金ですけれども、これは御承知のとおり２種類ありまして、通関等の費用補

助にかかわる部分と商談会や展示会に行くときの補助ということで二つありまして、平成24年度、現在のところの

実績でいきますと、通関等の費用補助については２件でして、商談会や展示会については８件の支出見込みになっ

ております。 

 成約状況といいますと、輸出品に関しては間違いなく成約になってその物を送るということですので、それは成

約になった後の輸出に関するものだろうというふうに思っておりますけれども、商談会のほうで言えば、行った後

に申請ですので、一応役所的に言えば復命みたいな形で商談会をやった後の報告書みたいな形は添付して申請する

のですけれども、そういった中では商談会が終わってすぐなので、早々すぐに成約になってきましたというような

報告はありません。あと我々が追跡調査しているのかといったら、行っていない部分もありますけれども、少なか

らず24年度の実績でいきますとシンガポールにOishii JAPANという催事に行った業者の中で、その期間中に契約に

なったという部分での報告は聞いておりますし、もう一つタイの商談会に行った中で、かなり近いうちには成約に

なりそうだという話は業者から聞いております。 

○秋元委員 

 今、１件契約に結びついたというお話でしたけれども、実際どういう産品といいますか、品物が契約まで結びつ

いていったのかというのは、現時点でお答えできるのですか。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 端的に言いますと、北海道ワインのワインでございまして、タイやシンガポールなど東南アジアの国々において

は、北海道の人気というか、北海道のブランドというのですか、とても高いものがございまして、北海道の小樽市

というような形で売り込むわけですけれども、今回の北海道ワインの商談成約になった部分についても、ラベルを

今までは小樽とかと書いてやっていたのですが、北海道という形でラベルを変えて、あえて北海道を強調するよう

な形で北海道ワインも戦略をちょっと変えまして、そんなことも含めて当然、味という部分もあるのでしょうけれ

ども、そういう知名度だとか企業の努力もあって、成約になったのではないかと思っております。 

○秋元委員 

 契約の中身というのは、まだ現在ではわからないですか。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 北海道ワインのシンガポールでの、実績についてはわかっております。クリスマス商戦に向けて向こうで卸売も

やっているし小売もやっているという業者に売れた部分で、たしか量は60ケースで720本だったと記憶してございま

 
- 6 -



平成 25 年 3 月 11 日 予算特別委員会会議録(4) 

す。 

○秋元委員 

 今、販路拡大のことで何が言いたいのかといいますと、これまで市としても商談会ですとか、通関の部分で補助

してきたという部分があると思うのですけれども、いろいろな地域でやられているのですね。ただ実際、今、産業

振興課長が言われたとおり、すぐに結果が出るものではないということで、ぜひその追跡調査、１年たって成約に

結びついたのか、２年後に結びついたのか、３年かかったのかというような部分の追跡をぜひしていただきたいな

と。 

 それと今、北海道ワインのお話が出ましたけれども、非常にある意味すばらしいなというふうには思ったのです

が、今後この事業を利用した件数も、上限15万円ということですね。それで、商談会のほうが８件、通関のほうで

は２件ということで、私としてはもっとこの企業が増えていければいいなというふうに思うのですが、今後、市と

して、どのようにそういう業者や事業者とかかわっていくのかということで、今までの実績も踏まえてだとは思い

ますけれども、今後どのように市として、この販路拡大の事業にかかわっていくのかというふうな、考え方という

のはあるのでしょうか。 

○（産業港湾）産業振興課長 

 商談会、展示会のほうですけれども、平成23年度から補助事業を始めておりまして、委員の御指摘のとおり、23

年度に実施したものもそれぞれ一つずつ追跡、いろいろな商談会に小樽市内の企業が出ておりますけれども、全て

やっていったのかといったらそういうわけでもございませんので、それは24年度も含めてどうでしたかという話は

聞いていきたいというふうに思っております。 

 それで、今後の展開なのですけれども、23年度だったと思いますが、北海道の中国向けの商談会、条件としては

企業にとっては費用が大分かからないような事業もあって、そのときには水産加工業を中心にかなり多くの小樽の

企業が出展したということもございます。そんな企業もおりますし、我々今回、緊急雇用の事業を使って、シンガ

ポールとかの展示会に出展したわけなのですけれども、そのときに声がけした企業は30社ぐらいあります。その他、

独自に積極的に海外向けの展開しているところ、そうでないところも含めて、我々がこれまで何らかの声をおかけ

した企業には、今後も北海道の仕事だとか、ＪＥＴＲＯの仕事だとか、北海道貿易物産振興会、あとさっぽろ産業

振興財団とかも、つい先日も年度明け早々に行われる催事の案内も来ていますけれども、そういった案内が来れば、

広くメール等の案内が中心になるとか思いますけれども、積極的に案内して促したいとは思っております。我々の

補助事業を使って行った中での追跡調査という中でも、どういったところが、我々も過去に行ってきて、少なから

ず課題、輸出に係る費用の問題とかもあるかとは思っていますけれども、企業からの課題とか含めてヒアリングす

る中で、海外向けに言えば、どのようなことが課題で、クリアできる問題があって広がっていくのかというところ

も含めて、意見交換もしながら進めていきたいというふうに思っております。 

○秋元委員 

 今後、市としてのかかわり方というのが非常に重要になってくるというふうに思いますので、よろしくお願いい

たします。 

◎食関連企業誘致ＤＶＤ制作事業について 

 次に、今回、食関連企業誘致に関連して、ＤＶＤを制作するということですけれども、まず食関連企業に絞った

理由というのを説明していただけますでしょうか。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 今回のＤＶＤの制作について食関連業種に絞った理由についてでありますが、食料品製造業の出荷額が本市全体

の出荷額の約５割を占めていること、それからまた、事業所数が全体の４割を超える、こういったことから、本市

の強みでもある食品関連企業の誘致を第一に考えております。 
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 また、昨年、全国的にも有名な東洋水産株式会社や一正蒲鉾株式会社が操業を開始しておりますので、これらが

追い風になっているということもありますけれども、この食品関連から物流関連業種への波及効果も期待できるこ

とから、こういった理由で、この食品関連業種に絞っているということでございます。 

○秋元委員 

 工業概況を見ますと、平成18年の製造品出荷額1,540億円ほどですか、18年に比べますと99.4パーセントほどとい

うことで、若干、製造品出荷額については全体落ち込みがある中で、食料品製造業というのは113パーセントという

ことで、非常に経済状況の厳しい中でもリーマン・ショック後も若干増え続けているということでは、非常に小樽

市にとっては有望な業種だというふうには思うのです。今回、食関連企業にアピールするためにＤＶＤをつくるわ

けなのですけれども、そういう食関連企業に対して、実際小樽市のアピールできるポイントというのはどういうも

のを用意されているのか、この辺をお聞かせいただけますか。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 本市が持つ優位性というかアピールポイントでございますけれども、まずは一番大きいのが、やはり巨大市場で

ある札幌市に隣接するという点が大きいと思います。これに関しましては、食料品は特にそうなのですけれども、

市場が近い、物によっては生ものを扱うものもございますので、そういったメリット、それから本市におきまして

は、例えば港湾ですとか道路、それから鉄道、空港などと物流アクセスの利便性がよいということも、大きなメリ

ットになります。 

 それから、港が二つ、小樽港と石狩湾新港とあるわけですけれども、原材料の入手の便も非常によいということ

もアピールポイントの一つということで考えております。 

○秋元委員 

 北海道のそういう企業誘致のページをインターネットで見ますと、水資源賦存量ですか、そういうものが数値と

して載っておりまして、例えば北海道は水が豊富であるとか、１人当たりの水資源賦存量というのも数字で載って

おりましたけれども、小樽市も非常に水は豊富だというふうに思うのです。そういう水資源を利用した企業誘致と

かは考えていないのか、例えば北海道で言えば、いろいろな地域が、どこの地域も企業誘致をしているわけですけ

れども、ほかの地域との差別化というのは、どういうふうにほかの地域と違うのだということをアピールしていく

のか、その辺はどうでしょうか。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 今、委員から水の話がございましたけれども、小樽はおいしい水ということで有名です。やはり水も含めて小樽

の豊かな自然、これは食産業を中心とする発展の基礎になっているということもございます。自然が豊かだ、食材、

水がおいしいなど、こういったアピールをしていくということにつきましては、例えば昨年東京で実施しました企

業立地トップセミナーの中においてもアピールしておりますし、それから本市の企業立地パンフレットの中でもこ

ういったものをアピールしております。それとともに小樽という地名については知名度が高いということもござい

まして、この辺の小樽ブランドという点からもアピールしているところであります。 

○秋元委員 

 例えば水を見ますと、北海道はどこの地域でも豊富だろうと思いますが、例えば水を利用して、ではどういう産

業といいますか、企業に対して有利なのかというのも、今、食品関連というふうに言われておりましたけれども、

精密機械の工場にも非常に有利な部分があるというふうに言われており、例えば精密機械を製造するような企業を

誘致するような考え方はないのかなというふうには思うのです。これまでもいろいろな全体的な産業に対して製造

業に対して、いろいろと努力はされてきたというふうに思うのですが、工業概況を見ると、あまりそういう工業系

の工場は少ないのかなというふうに思うのですけれども、その辺はどうでしょうか。 
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○（産業港湾）荒木主幹 

 先ほど来、本市の強みである食品関連業種を中心にということで話はさせていただいておりますけれども、昨年

実施した東京でのトップセミナーにおいても、食料品以外にもそういった機械関係の企業も入っておりますので、

こういった企業で、食品に限らず誘致の可能性が高いということでありましたら、積極的に働きかけを行っていき

たいというような考えはございます。 

○秋元委員 

 今回、企業誘致の部分で何を言いたいのかといいますと、小樽市としての中・長期的な企業誘致の目標というの

はどういうふうに考えられているのかと思うのです。確かに数字を出してしまうと、なかなか厳しい部分もあると

思うのですけれども、これまでどういう目標を掲げられてきたのか、ちょっと数字では見つけられなかったのです

けれども、もしその数字的な目標などを掲げられてきたようなときがありましたら、どういう状況だったのかも含

めて聞かせていただけますか。 

 それと、今回、小樽市企業立地促進条例も改正されると、企業も誘致しやすくなると思うのですけれども、これ

までの企業誘致の成果とまた課題についてお示しいただけますか。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 中・長期的な目標ということですけれども、委員御承知のとおり、企業誘致が一朝一夕ではないということで、

なかなか１年、２年で成就するというのは難しいものがございますが、一応数字的な部分では総合計画の中では企

業誘致等による新規雇用者数ということで10年間の数字、平成30年度の目標値ということで270人ということで掲げ

ております。 

 実績ということでございますけれども、これにつきましては、18年から現行の旧優遇制度である企業立地促進条

例を制定しておりますけれども、この間、今年度の申請分を含めますと、30社ほど適用しております。 

 課題でございますけれども、やはり企業誘致を進めていく中で、用地というか土地を取得していただいてはいる

のですけれども、なかなか操業に至らないとか、そういった関係もございますし、それとやはりどうしても企業誘

致活動をしていく中で、短期間ではなかなか成果が得られるものではありませんので、その間、例えば来年度であ

れば大阪でトップセミナーを実施する、それから先ほど言ったＤＶＤを作成する、こういったようなことと、それ

と昨年東京で実施しましたトップセミナーのフォローアップということで、これは地道に参加された企業を回って

いくということでもありますけれども、そういった中で、少しでも先ほど言ったような課題も、何とか操業に至る

ような形で頑張ってまいりたいと思っております。 

○秋元委員 

 企業立地フェアというものがあるみたいですけれども、これに行ってアピールするというような考えというのは

今後ありますか。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 企業立地フェアということではございませんけれども、今、小樽市それから石狩湾新港小樽市域ということでご

ざいますが、小樽市、石狩市、それから石狩開発株式会社と石狩湾新港管理組合とで協議会をつくっておりまして、

その中で毎年２回程度、これは東京ビッグサイトということで、国際展示場なのですけれども、これの例えば昨年

でありますと、物流ＩＴソリューションフェアですとか、国際物流総合展ですとか、こういった企業立地フェアよ

りははるかに人が集まると、入場者数で約10万人ほどになりますけれども、そういった中に出展しまして、本市の

企業立地についてアピールしているところであります。来年もまた２回程度これに参加しまして、アピールしてく

る予定でございます。 

○秋元委員 

 最後になりますけれども、実は石狩湾新港石狩市域にあるさくらインターネットのデータセンターを視察してき
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たのですが、実際同社の誘致に当たっては、小樽市と石狩市がいろいろと協議されてきたというお話も聞くのです

けれども、結果的に石狩市域に行ってしまったわけですが、この理由というのはどういうふうに分析されています

か。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 理由ということになりますとなかなか難しいものがあるのですけれども、実は石狩市におきましては、データセ

ンターということで独自に優遇制度を持っているということもあります。当時、小樽市もいろいろな形でそこに関

係してはいたのですけれども、そういったいろいろなことの、違いと言ったら語弊があるのですけれども、やはり

力の入れ方というか、もともと先ほど申しましたように、本市の中心となっていますのが食品関連の企業だという

こともございまして、そういった中で石狩市側に行ってしまったというようなことも、経過もございます。 

○秋元委員 

 非常に残念だなと思うのです。もちろんいろいろな条件があって、石狩市のほうに行かれたのでしょうけれども、

今、主幹が言ったとおり、力の入れ方ということが非常に残念に思うのですね。食関連に力を入れていくというの

は非常にいいことだと思いますけれども、一方で、さくらインターネットはまだまだ石狩湾新港地域に工場、デー

タセンターですか、広げていくというお話も聞きました。 

 先ほど地域の優位性といいますか、企業にとってのメリットというものを質問しましたけれども、石狩データセ

ンターの石狩市の状況を見ますと、例えば災害のリスクが非常に少ないということも数字で載せられておりますし、

例えば北海道独自の冷涼な空気等を活用して、外気冷房がほぼ通年で可能だというのですね。例えばサーバがたく

さんありますから、非常に熱を放出するのですね。ところが、それにかかわる冷房の電気代、コストというのが非

常に抑えられるというお話をされておりました。 

 そういうことを考えると、やはり気候的なものも含めて、どういう企業に張りついてほしいのかというのを分析

しないと、食料品関連だけに特化してしまうと、こういう大きな非常にすばらしい企業がすぐ隣の石狩市域に行っ

てしまう、その理由も正直言って小樽市ではあまりわからないということを考えれば、大きな違いというのはそん

なになかったのかなと、力の入れ方が一番の問題だったのかなということを考えれば、ぜひ視野を広げていただい

て、今回、超伝導の実証実験を石狩市でやるのに小樽市もぜひ協議会に入らないかというようなお話あったと聞き

ましたけれども、もう既にその協議会も終わったと思うのですが、何かこのお話というのは聞かれていますでしょ

うか。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 この話は企画政策室から聞いていますけれども、今年の２月15日に協議会が設立されておりまして、小樽市もこ

れに参加しているということで聞いております。 

○秋元委員 

 その超伝導の実証実験をやるということで、さくらインターネットに関しては非常に有利になるということなの

ですが、例えば超伝導の予算なりが石狩市、小樽市などが関連して実証実験できるようなことがあれば、これは小

樽市にとっても、将来的にいろいろな企業誘致に広げていけるような考え方ができるのかなと思うのですけれども、

小樽市にとってはメリットというのはないのでしょうか。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 実は、この話が出ましてから、私も石狩湾新港の小樽市域の企業と話をしている経緯がございます。特に、冷凍

冷蔵庫を抱えているような企業と話をいたしまして、実証実験の段階なのですけれども、これが実用化されて実際

企業にとってメリットがあるとしましたら、やはり電気料金のコスト削減ということが一番につながってくるので

はないかなと思いますが、その中では実用化されて、企業にとって費用対効果の面もあると思うのです。その設備

機器が果たしてそれにすぐに適用できて、費用がかからずにコスト削減できるのであれば、企業にとってもメリッ
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トがあるというようなお話もございましたので、こういった実験の推移を見ながら、そういった今立地している企

業ともいろいろと情報交換しながら、今後それが有効になるような方法について、模索をしていきたいと思ってお

ります。 

○秋元委員 

 終わりますけれども、石狩市の方に聞きますと、非常に市長はじめ、強力にこの実証実験の補助金を獲得できる

ように、いろいろな動きをされていると伺ったのです。もちろん中松市長をはじめ、職員の皆さんも当然それ以上

にやられていると思いますけれども、情報量の少なさといいますか、熱の入れ方の違いでこういうすばらしい企業

が張りつかなかったということを考えれば、今後、いろいろな情報収集していただいて、いろいろな可能性を探っ

ていただいて、企業誘致に生かしていただきたいというのは、今日の質問の一番言いたかった部分ですので、ぜひ

よろしくお願いいたします。 

○委員長 

 公明党の質疑を終結し、民主党・市民連合に移します。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○佐々木（秩）委員 

◎労政費の減額について 

 まず、一つ目ですが、平成25年度の予算を見せていただきまして、その中で一つ気になったことが、労働費の予

算がおよそ5,640万円、24年度の労働費の予算が7,680万円ということですので、およそ2,000万円の減額があるとい

うことなのです。それで、主な減額先はどこなのかと思って中身を見ますと、労政費がおよそ2,100万円の減額とい

うことになっています。この予算の重点施策で、雇用の場の確保を図る経済・雇用対策関連分野の施策について今

年度も継続してというような説明がありました。それからいくと、この重点施策で進めると言っておきながら、予

算的には約2,000万円の減額というのは整合性に欠けるのではないかなと思うわけです。そこで、この労政費約2,100

万円の減額というのは、今年度と比べてどこが変わっているのか、中身について説明してください。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 労政費の約2,000万円減額の中身ですけれども、昨年度は緊急雇用創出推進事業の人材育成で中国・韓国人観光客

に対応する人材育成事業ということで、3,500万円がついておりましたが、平成25年度につきましては、先ほどの秋

元委員の質問に対する答弁にもありましたけれども、新卒未就職者等の地元定着を目指した地域人材育成事業が

1,500万円になりますので、差引き2,000万円程度、緊急雇用の部分が減ったということでございます。 

○佐々木（秩）委員 

 非常に先ほどからも話が出ている重要な分野だと思うのですけれども、その予算が削られ、そして、そういう部

分が非常に事業の中身が変わってくるということの影響が心配されるのですが、その影響についてはどのように押

さえられておりますか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 今、説明しましたのは、労政費で見ている緊急雇用という部分でお話ししましたけれども、緊急雇用創出推進事

業自体は、平成25年度につきましても労政費以外でもいろいろな所管で予算要求しておりまして、ただ相対的に、

補足になりますけれども、緊急雇用創出推進事業自体が本来23年度で終了予定だったものが24年度に、東日本大震

災のこともありまして、重点分野雇用創出事業という部分だけ拡充になって24年度継続になりました。引き続き、

25年度につきましても雇用情勢があまりよくないという部分もありまして、25年度も重点分野だけが引き続き実施

されるということになっております。 

 その重点分野という部分の緊急雇用の比較をすれば、24年度で大体9,000万円ぐらいあったと思うのですけれど

も、今年度、緊急雇用につきましては5,200万円ぐらいになりましたから、事業費でも減っておりますし、先ほど言
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いました人材育成事業でも、24年度は前期、後期で合わせて20名予定しておりましたけれども、25年度は８名とい

うことで、そこでの雇用人数も減っているということはあります。 

 ただ、今回、重点施策ということで、経済・雇用対策という中では、今、説明しました直接的な雇用をする緊急

雇用だけではなくて、これ以外にも小樽市独自の雇用対策ということで50名程度の雇用を見込んでいる独自雇用も

ありますし、雇用は直接雇用することだけではなくて、先ほど委員もおっしゃった雇用の場の確保、雇用の創出と

いう部分では、私ども産業港湾部が実施するいろいろな中小企業の支援ですとか、あるいは先ほど説明した高校生

の就職支援ですとか、そういったことも雇用対策という部分では広く入ると思いますので、国のそういった基金を

活用しながら、市の予算の範囲内でできる限りの地場産業の応援ですとか、そういった部分をしながら雇用の創出

を図っていくといったことでは、今の市の財政状況の中でできる範囲のそういった経済・雇用対策は実施していけ

るものと考えてございます。 

○佐々木（秩）委員 

 2,000万円分の雇用が人数的に限られるということは、やはり苦しい部分はあるのかと思いますが、今お答えいた

だいたように、それ以外の部分でカバーしていくというお話ですので、できるだけそのカバーの範囲が広く、そし

て特に、若者の未就職者の部分については手厚くお願いしたいと思います。 

◎新卒未就職者等の地元定着を目指した地域人材育成事業について 

 それで、次ですけれども、その中身にあります、先ほど秋元委員からもありました新卒未就職者等の地元定着を

目指した地域人材育成事業費について、私からも少し質問をしたいと思います。先ほどの説明の中で具体的な事業

内容については聞きました。株式会社ホープ・ワンに委託をして、より実践的な内容で進めていくということだっ

たと思うのですけれども、実際問題この事業の対象となる人数の設定というのは、どれぐらいを考えておられるの

でしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 新卒未就職者の対象人数は８名を予定してございます。 

○佐々木（秩）委員 

 昨年３月、今年度はきっとまだ卒業、正確なところはわからないと思うので、昨年度のところでお聞きしたいの

ですけれども、昨年度、新卒の就職希望者の人数と、実際、地元企業への就職をした人数、そしてその割合はどの

ようになっていますか、わかりますか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 昨年度ですので、平成24年３月の卒業者でお答えしますけれども、就職希望者が335名、これは小樽市内の高校と

いうことで考えていただきたいのですが、そのうち就職の決まった方が277名です。その277名のうち市内の事業所

が119名ということになりますので、277名の就職決定者のうち119名、小樽市内の事業所ということで言えば、就職

決定者のうちの割合としては43パーセントという計算になります。 

○佐々木（秩）委員 

 43パーセント、就職決定者のうち、およそ半分弱の119名が地元に定着を目指して採用されたということです。今、

ここの数字でいきますと、地元ですからそれ以外のところに、就職した方々のうち半数以上の方が小樽市外へ就職

していることになると思います。 

 そこで、なるべくその人たちが小樽で就職してもらえるようにするということなのですけれども、市内の企業が

求める人材を育成すると、予算資料に書いてありますが、市内の企業が求める人材というのは具体的にはどういう

資質というか才能というか、そういうものを求めているのか、少し具体的に聞かせてください。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 市内企業の求める人材ということでございますけれども、先ほど答弁にありました高校生就職スキルアップ支援
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事業の中で、市内企業の採用担当者の方、それから学校の進路指導担当の教員、それと私どもとホープ・ワンが入

って意見交換をします。その中で、企業の採用担当者の方がよく言われるのは、勉強はもちろんできるにこしたこ

とはないのでしょうけれども、勉強ができるできないというよりも、やはりコミュニケーション能力ですとか、そ

れこそ基本的な挨拶、おはようございますとかという挨拶が大きな声で言えるかというようなところを企業側は非

常に求めていると。会社に入ってから挨拶から教えなければならないというのは、なかなか大変だということもあ

りまして、そういったコミュニケーション、それから挨拶の部分を高校生には求めるということは声としては聞い

ています。 

 それと、今回のこの新卒未就職者の事業の中では、これまでやってきた人材育成などもそうなのですけれども、

小樽は観光ということもありまして、飲食店ですとか土産物屋ですとか多いものですから、その中で販売士の３級

という資格を取らせるような勉強もさせておりますので、そういったことも含めて小樽に合った人材育成というの

を目標に事業を進めているところでございます。 

○佐々木（秩）委員 

 やはり小樽の企業の特色のようなものを生かせるところで言えば、そういう販売士だとかコミュニケーション、

対面販売等でそういう才能というか資質が必要なのだというのはよくわかります。 

◎ワークルール教育について 

 そこで、私がここのところで一番お聞きしたかったのは、一般質問の中で、ワークルール教育の必要性について

の質問をさせていただき、そして必要だということを確認いただいたわけです。その点からいいますと、企業が求

める人材イコール企業にとって都合のいい人材にならないということも非常に重要なのではないかと思うわけで

す。 

 具体的に実例で言いますと、例えば企業が求める人材が忍耐力が必要だということになったときに、もちろん忍

耐力、一生懸命我慢をしなければならないことに耐えながらやっていくという力は私たちでも必要な力だと思うの

ですけれども、一方ではどんな理不尽な要求をされてもそれに黙って耐え抜く力みたいなことになってしまうと、

それこそブラック企業のような企業があれば、それの本当に思うとおりのものになってしまうという部分でのこと

だと思うのですね。 

 そこでやはり、あくまでも企業が求める人材というのは、ワークルールにのっとった範囲でということになると

思いますし、新卒未就職者がやはりワークルールを理解した上でということがこの場合、前提になるのかと思いま

す。このワークルール教育をやはり今回の場合も前提としてというか、並行して進めていただきたいとお願いをし

たいのですけれども、その辺はどうでしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 ワークルール教育の必要性ということで、一般質問でも市長が答弁しましたけれども、先ほど来答弁しておりま

す高校生就職スキルアップ支援事業の現役の高校生に教える部分と、今お話ししております新卒未就職者というこ

とでの緊急雇用でやる部分の対象者が、現役の高校生と高校卒業した未就職の方、あるいは就職したけれどもまた

離職してしまって、まだ３年以内で新卒扱いだという方もおりますので、その教える内容といいますか、程度はそ

れぞれさまざまだと思うのです。現役の高校生が対象の就職スキルアップ支援事業につきましては、先ほども言い

ましたが、基本的なことを教えているという部分もありまして、求人票の見方などもその中で教えたりしています

ので、求人票を見る際に労働条件であったり、給与条件であったり、福利厚生の部分で、ここが大事だから見なさ

いというのに必要な基本的な、１日の勤務時間がどうだとか、１週間の勤務時間がどうだというのを、その就職の

スキルアップの中のセミナーで取り入れるということは考えていきたいというふうに思っています。新卒未就職者

のもう卒業した方たちについては、どのぐらいまで教えるべきかというのは受託業者とも相談していきたいと思い

ますけれども、やはり同じように、一度も就職していない方が緊急雇用の人材育成事業に来る可能性もありますの

 
- 13 -



平成 25 年 3 月 11 日 予算特別委員会会議録(4) 

で、基本的なことも含めて、授業の中で、座学の中で取り入れていけないかというのは業者とも話合いをしていき

たいというふうに考えております。 

○佐々木（秩）委員 

 よろしくお願いします。 

◎市内企業への地元定着に向けた働きかけについて 

 一方で、やはり地元に定着、ただ就職するということだけではなくて、定着をしていくということは離職をでき

るだけせずに、そのまま働き続けることができるという意味だと思うのですけれども、ちょっとこの事業と離れる

のかもしれませんが、やはり企業側への働きかけも重要ではないかと思います。具体的には労働環境整備だとか、

それから今話をしていることも含めて、雇用契約でなるべく臨時の非正規ではなくて正規の雇用をお願いするとか、

なかなか難しいとは思いますが、そういう働きかけを市からしていただけるようにお願いしたいのですけれども、

その点はいかがでしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 市内企業への地元定着に向けた働きかけということでございますけれども、今、委員の御質問とはちょっと違う

のかもしれないのですが、これまでも求人要請ということでハローワーク、それから後志教育局と小樽市と連名で

商工会議所とかにも、とにかく地元の高校生をとってくださいというような要請をしてきているところでございま

す。 

 雇用契約書とかその辺の部分までは、突っ込んだ話はしてはおりませんけれども、いずれにしても地元定着して

離職をさせないという部分では、企業の協力もいただかなければなりませんし、実際働く方たちが先ほど委員がお

っしゃったワークルールの話もございますけれども、やはり自分に合った仕事を探すということもありますし、そ

のためには求人が出てこないとどうしようもありませんので、私どもとしては先ほども言った求人要請をしながら、

経済対策という中で市内企業が活性化して、それで仕事が増えて、それで雇用につながっていくような事業を今後

も地道に実施していくしかないのかと、そのようには考えてございます。 

○佐々木（秩）委員 

 やはり職を得るためのキャリア教育という部分と、それを今度、職を維持していくためのワークルール教育とい

うのが、仕事を継続していく上での両輪になるのだろうというふうに思いますので、これからもバランスのとれた

事業を展開していただけるようにお願いをして、この件を終わらせていただきます。 

◎地域資源を生かした小樽観光の魅力アップ事業について 

 三つ目に入らせていただきます。地域資源を生かした小樽観光の魅力アップ事業についてお伺いをします。 

 予算（案）のポイントに書いてあるのを読みますと、祝津地区でとれる新鮮な魚介類、特に未利用素材である規

格外魚にスポットを当てた「食」を軸に、新たな観光ビジネスモデルを構築し、時間型消費観光を推進ということ

で書かれてありました。具体的なところでは、御説明いただいた中に、ふるさと財団の新・地域再生マネージャー

事業を活用するというような説明を伺ったのですけれども、このふるさと財団の行う事業と、それから地域再生マ

ネージャーというものについて中身を聞かせてください。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 ふるさと財団の新・地域マネージャー事業、それとその地域再生マネージャーの役割ということなのですけれど

も、まずこの事業につきましては、地域再生に関する専門的人材、それが地域再生マネージャーなのですけれども、

派遣を受けまして地域の持続可能な仕組み、構築をサポートしてもらうという事業であります。そして、地域再生

マネージャーなのですけれども、この各分野のノウハウ、いわゆる専門的知識を有する人で、まちづくりのスペシ

ャリストである人たちです。この地域再生の課題、地元の課題に対しまして、マニュアルづくりまでサポートして

くれるというような人たちだということで聞いております。 
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○佐々木（秩）委員 

 私も若干これにかかわる本とかも読ませていただいたので、およその中身は知っているのですが、きっとその本

で読んだのと実際とは違うものだろうというふうに思うのですが、この事業は公募制になっていると伺っています。

この事業をそもそも応募した理由と、その際の小樽市での具体的な、先ほど祝津地区とかというところはここに書

いてあるのはわかりましたが、もう少し具体的な事業内容と、それからこの地域再生マネージャーが来ていただい

てサポートしていただくことによる期待する効果の部分について、説明をお願いいたします。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 まず、市が応募した理由でありますけれども、本市は国内有数の観光都市でありますが、日帰りの観光が中心で

ありまして、経済効果の高い時間消費型、宿泊型観光への移行が課題となっております。また、年々観光入込客数

が減る傾向にあるということで、運河、堺町に続く新たな魅力が求められているところです。そういった流れの中

で、平成23年度に本市が天狗山地区の観光推進につきまして、ふるさと財団の短期診断を受けた経過があります。

この際に地域再生マネージャーに来ていただいて、まちをいろいろ見ていただきました。 

 その中で、祝津も当然見ていただいたのですけれども、そのときにこの地域再生マネージャーの方が、祝津は非

常にポテンシャルが高いということでアドバイスをいただきました。地域の皆さんと懇談する機会がありましてお

話をしたのですが、やはり地域としても、ポテンシャルはあるにしても、地元の観光意識というのはちょっと不足

しているだとか、最近、にしん祭りですとか、おさかな市とかもやっていますけれども、そういったこともあって、

ちょっと地域の皆さんがイベント疲れしている、そのようなこともお話をいただきました。 

 このポテンシャルを生かすにはどうしたらいいのかと考えたときに、まず祝津には、人、それからニシン文化が

あります。それから観光資源がたくさん集積しています。それから海洋素材もたくさんあります。こういったもの

を地域再生マネージャーの専門的なノウハウをそこにぶつければ、有機的にそれが結びつくのではないか、そんな

お話をその地域再生マネージャーからいただきまして、新・地域再生マネージャー事業ですか、この御紹介をいた

だきました。ここでやはり申し込んでやってみたいと、新たな魅力づくりというのが必要だということで応募した

次第です。 

 具体的な事業内容と、それから成果ですけれども、一体的にまず祝津という地域、水族館を中心にしていろいろ

な素材があります。それらを動態展示といいますか、一つのエリアに、言ってみると一つの博物館的なものとして

見て、学ぶ、触れる、話す、食べる、そういったものを一つの商品化できないかと。一過性のものではなくて、恒

常的にめぐるツーリズムをそこで構築したいというのがまず一つです。 

 それから、漁港では魚をじかに買ったりすることができるそうです。そこに客が行けば、買ったりすることがで

きると意外に知られておりません。そういったものの場を整備して、情報につなげていく。そういったことも考え

ております。そういった情報の集約化を茨木家中出張番屋などでできないかということも考えております。 

 そして、今回の事業の中心として、いわゆる売り物にならない多種少量の魚介類、ザッパと呼んでいるのですけ

れども、このザッパを低額で販売するなど、お金になる仕組みができないかというようなことも考えていきたいと

思っています。あと、祝津のそういった素材を使った食を開発したいということです。イメージとしては、だしな

ど作れないか、魚介類のだしですね。そういったものをイメージしておりますけれども、そういった素材を、結果

的にはお土産という形に何とかしていきたいと。そして今まで申し上げたものを、総合的にＮＰＯ法人おたる祝津

たなげ会が中心となって、地域を自立できるようなビジネスにつなげていけないかと、そのようなイメージでおり

ます。 

 成果としては、まず、その祝津たなげ会を中心にしまして、情報発信、ツーリズムの主体になってもらう、そし

て、それらを旅行会社などとの提携も含めて、採算性を確保していきたいと。これが祝津のひとつツーリズムとな

って、地域の魅力になるわけですけれども、小樽観光の弱点であります夜、それから冬季、そういったことにも何
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とかつなげていければということで考えております。 

○佐々木（秩）委員 

 非常に具体的な説明をいただいてわかりやすかったですし、この事業を使ってどういう形を目指すのかというこ

ともわかりました。それで、その中でやはり地域再生マネージャーの事業というのは、本によりますと、うまくい

った事例ばかりではないと。実際来てもらってやっても、なかなかそこのところで伸びなかったということもある

と書いてあります。 

 成功と失敗を分けるポイントは、どの辺にあると考えておられるでしょうか。やはりその辺が見えていないと時

間、労力、お金の無駄遣いになってしまうと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 成功と失敗を分けるポイントとして押さえていますのは、当然のことながら地域再生マネージャーの質といいま

すか、その方が持っているネットワーク、それからノウハウです。それが地域の課題にぴったり合っているのかど

うかというのが問題になってくると思います。幸いにしまして、今回来ていただきます地域再生マネージャーは、

さまざまな経験を有し、ほかのまちでも実際にツーリズムを創出したりして成功をおさめている方ですので、そう

いった心配はないということで考えております。 

 また、受入れ側のほう、本市の体制ももちろんですけれども、特に祝津の地域の皆さん、せっかくつくってもら

ったビジネスプランをきっちりやっていけるか、そういったモチベーションを保っていけるのか、そういったこと

が一つ課題だと思っています。この事業は１年間だけですけれども、その後も地域再生マネージャーと連携をとっ

ていかなければならないと思っていますので、そのあたりの市としての協力、サポートもポイントだということで

考えております。 

○佐々木（秩）委員 

 やはり地域のモチベーションというのも非常に大事だと思います。１年で終わって、その後ということにもなる

と思うのですけれども、やはり祝津でのことではありますが、本市全体で地域再生マネージャーを受け入れるとい

う体制がやはり大事だろうと思うのです。まずその体制の心配な点といいますと、やはり外部から来る人だという

ことなわけです。よそ者だということです。そのよそ者を受け入れる、そしてその人のアドバイスを受け入れる協

働性というのですか、柔軟性が小樽市やそれから実際にそこの関係する人たちにあるか、地元の人たちにあるかど

うかという点だとか、さらに受入れ側に、再生していこうとか、それから新しいものを生み出していこうという覚

悟といいますか、意志といいますか、そういうものがきちんと明確になっていなければ、事業が終わった後に、そ

の地域再生マネージャーがいなくなった後に継続していく力になれるのかどうかという部分についても、きっと大

事だと思いますし、さらに一番大事なところだと思うのは、少々無理な提案もきっとあると思うし、最初に言われ

たときに実行できるのかと思うような中身もあると思うのです。そういうときに、やはりそこで新しいことにチャ

レンジしていく、そして壁を突破する力がなければ、こういうことは、そんなこと言われたって無理だというので

終わってしまうわけで、その壁を突破する力というのは、特にやはり市や行政側に求められる部分が大きいのでは

ないかと。必ず、それは法令上無理ですとか、それは行政的にそういうことはできませんとかという壁に当たるの

が常です。そういうところをきちんと乗り越えていくという、そういう先ほど話した覚悟みたいなものを、市全体

で持っているのかどうかということについて、受入れ態勢として持っておられるかどうかお聞きします。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 まず、地域の住民の皆さんですけれども、ＮＰＯ法人おたる祝津たなげ会を中心として事業を行っていきますが、

これまで何度か地域再生マネージャーの方と懇談して、地域の課題というのを抽出しています。その中で、今回の

事業をやっていけば光が見えてくるのではないかというような期待を寄せているところです。したがいまして、私

どもがこの事業をやるに当たって、当然祝津たなげ会の皆さんと話をして、やる気があるのかどうかというのもも
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ちろん確かめておりますけれども、地域から熱望されておりました。そこでこの事業に踏み切ったわけですから、

そういった覚悟については心配ないということで考えております。 

 また、市としても、この事業に当たりましては、地域再生マネージャー、それから祝津たなげ会、それからまた

いろいろな食の開発につきましては、ほかの外部の方もお招きして練っていかなければならないということで考え

ておりますので、そういった潤滑油として観光振興室がこれを担っていきたいということで考えております。 

 また、漁港も利用しますし、また海洋素材、食で使う祝津でとれる新鮮な魚介類、こういったものもありますの

で、水産課の協力も仰がなければなりませんし、つくったものを販路拡大していく、そういったことでは商業労政

課で、加工・食の開発、こういったことで産業振興課にも協力をしていただくことになっておりますので、こうい

った協力体制の中で、産業港湾部を挙げて、この事業に取り組んでいきたいということで考えております。 

○佐々木（秩）委員 

 本当に祝津のたなげ会の皆さんの活動というのは、いろいろな部分で参考になることも多くて、私も見させてい

ただいております。お話のあったとおり進めていただいて、少しでも小樽の新しい観光のコンテンツが広がればと

思いますので、よろしくお願いします。 

○委員長 

 民主党・市民連合の質疑を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

 

休憩 午後２時28分 

再開 午後２時50分 

 

○委員長 

 休憩前に引き続き、会議を再開し、質疑を続行いたします。 

 一新小樽。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○中村委員 

◎企業誘致について 

 それではまず、企業誘致について質問させていただきます。 

 先ほど秋元委員からも質問がありまして、若干重複する部分も出てくるかもしれませんけれども、その辺はなる

べく視点を変えたり、あるいは答えるほうもそれを念頭に置いて答えていただきたいというふうに思います。 

 まず、小樽市企業立地促進条例につきましては、経済常任委員会が付託先となっておりますので、ここでは質問

いたしませんが、企業立地トップセミナー、そしてＤＶＤの制作などの新年度予算に関連しまして何点か伺います。 

 まず、トップセミナーにつきましてお尋ねいたしますが、今回、本会議の市長答弁でも、昨年の東京でのトップ

セミナー後の取組としまして、新年度においては参加企業を市長みずからが訪問して誘致活動を行うということで

すが、企業誘致活動を行うに当たりましては、当然、企業のニーズをしっかり掌握していることが前提にあると思

われるわけです。この企業ニーズの掌握、企業が進出を検討する際にどういう点を優先条件とするのかということ

を把握しなければならないのですが、平成23年度に設備投資動向調査を実施されております。その調査でいろいろ

把握されていることがあると思いますので、まずは、その中で主なものをお聞かせいただきたいと思います。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 企業が進出を検討する際、どういった点を優先条件とするかということで、企業のニーズということの御質問で

ございますけれども、平成23年度に実施いたしました設備投資動向調査の回答結果としましては、主なものといた

しましては、一番に重視するものが道路、港湾、それから空港、鉄道などへの物流アクセスの利便性ということで
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ございました。そのほかには、労働力の確保、それから市場への近接性、それと原材料等の入手の利便性と、この

ほかに災害リスクの分散というようなものがありました。 

○中村委員 

 先ほどの秋元委員の質問、答弁に関連してきますけれども、物流アクセスの利便性という点では、札幌市という

北海道最大の都市に隣接しておりますので、企業誘致活動においては本当に十分に売り込みのできる、そういった

材料があると思われます。 

 また、今のお答えの中で、災害リスクの分散、この点について、本会議の市長答弁でもありましたけれども、小

樽市が災害リスクの低い地域であるということが特徴の一つであるということでしたが、この点については、どの

ようなデータに基づいているのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 本市が災害リスクの低い地域であるということの根拠とするデータでございますけれども、政府の特別機関とし

て設置されている地震調査研究推進本部というのがございまして、この調査データを根拠としております。これに

よりますと、本市近辺の日本海側沿岸におきましては、今後30年間で震度６以上の地震が発生する確率は0.1パーセ

ントから３パーセントということで、非常に低いデータが示されております。 

○中村委員 

 この30年以内で0.1パーセントから３パーセントですね。 

 この地震発生の確率というのは、小樽市の、もちろん小樽港ですとか、それから石狩湾新港、小樽市域側もある

わけですので、その周辺というふうに解釈してよろしいのでしょうか。 

 それからまた、小樽は日本海側ですけれども、太平洋側に道内では苫小牧港があります。その太平洋側はどうい

う確率になっているのでしょうか、比較してお示しいただきたいと思います。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 今、委員御質問の本市近辺の日本海側沿岸といいますのは、今おっしゃったとおり、小樽港、石狩湾新港、この

周辺と考えていただければよろしいかと思います。 

 本市と対極となる太平洋側、こちらにつきましては、この確率が６パーセントから26パーセントいうデータが示

されております。 

○中村委員 

 結構そのリスクの度合いに差異があるように今お聞きしますけれども、近年、国内では、阪神・淡路大震災、そ

れから先ほども黙祷したわけですけれども、一昨年の東日本大震災、幾多の災害に見舞われております。そのほか

に、今後のリスクとして首都圏の直下型地震の危険性ですとか、あるいは南海トラフ、ここも非常に危険度が高い

というようなことが報道されておりますけれども、企業の生産拠点の移転を検討する上で、この災害リスクの回避

というのは大変重要であると思われます。これまで企業誘致活動において、災害のリスク回避の観点から、立地場

所の移転を検討しているような企業はあったのかどうかをお聞かせいただきたいと思います。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 これまでの企業誘致活動において、こういった回避の検討をしている企業が実際にあったのかという御質問でご

ざいますけれども、これまでの企業活動の中では、私が直接この災害リスクの回避のために移転を検討していると

いうお話は聞いておりませんが、いろいろな場面で企業の方とお話しする機会がありまして、こういった中では、

災害リスクの回避が一つの重要な要素になり得るというようなお話は頻繁にお聞きしております。 

○中村委員 

 小樽市として、例えばほかの同じような企業誘致をされているところを、表立ってそのリスクが高いとかという

のはなかなか言いにくいことだと思うのですけれども、しかし企業側にとっては、これはもちろん人命にも直接か

 
- 18 -



平成 25 年 3 月 11 日 予算特別委員会会議録(4) 

かわってくることですので、そういったリスクをできるだけ回避したいというのは当然だと思うのです。ですから、

そういう声に応えるという意味でも、そういった点をうまくというか、なるべく正確に企業にもお伝えするという

ことも必要になってくると思うのです。そういった点で、今後の誘致活動に向けては十分配慮しながら進めていっ

ていただきたいと思います。 

 それから、昨年、東京でトップセミナーを開催されました。これは平成23年度に実施されました設備投資動向調

査を基に参加対象とする企業の抽出を行ったとのことですが、来年度、大阪で実施予定のトップセミナーでも、参

加対象となる企業の抽出については、同じような形の方法で考えているのか、これをお聞かせください。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 来年度実施予定の大阪でのトップセミナーにつきましては、昨年、東京で実施したトップセミナー、その形態、

今、委員からお話のありました設備投資動向調査を基にして調査対象の抽出を行うのとはちょっと違った形態で、

本市の強力な支援組織である関西小樽会ですとか、それから現在、本市に既に立地しておりまして、関西圏に本社

のあるような企業、こういったネットワークを活用しまして参加企業の掘り起こしを行いたいというふうに考えて

おります。 

○中村委員 

 設備投資動向調査の実施が平成23年度ですので、当然、この後、小樽市企業立地促進条例が一部改正となった場

合は条件が変わりますので、そういうことでまた新たな気持ちで、先ほど秋元委員もおっしゃっていましたけれど

も、もちろん食品関連も重点的にやっていかれることもお願いしたいことですが、もう少し、今まであまり関心を

示さなかったような企業だとか地域でも今後、まあわかりません、条件が変わりますので。そういうことで、新た

な気持ちで視野をもう少し広く持って取り組んでいただければと思います。ぜひ成功するように期待をしておりま

す。 

 次に、ＤＶＤの制作をされるということですけれども、小樽への企業立地が、今、食品関連を中心に進んでおり

ます。そこをターゲットにしたＤＶＤとのことですけれども、それはどういう理由からなのか、もう一度確認をさ

せていただきたいと思います。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 先ほどの秋元委員の御質問にもございましたが、食品関連企業をターゲットにするという考え方ですけれども、

先ほど申しましたように、食料品製造業の出荷額が本市全体の５割を占めていると、それから事業所数が全体の４

割を超えているというようなところで、本市の強みである食品関連企業をターゲットに、これの誘致を第一に考え

ていきたいということであります。 

 それから、先ほど申しましたとおり、全国的にも有名な大きな企業、東洋水産株式会社や一正蒲鉾株式会社、こ

ういった食料品製造業の大きな企業が操業開始しておりますので、これを追い風に、それからまた食品関連企業が

物流関連業種への波及効果が期待できること、こういうこともありまして、これをターゲットにしていきたいとい

うことで考えております。 

○中村委員 

 食料品製造業の出荷額が小樽市全体の約５割を占めている、事業所数は全体の４割を超えているということです

けれども、直近の数字でいいのですが、出荷額、それから事業所数をお示しください。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 直近の数字ということで、直近の数字といいますと工業統計調査によるものでございまして、平成22年の数字に

なります。これで申しますと、食料品製造業の出荷額が約766億円、それから事業所数で言いますと114事業所とい

うことになっております。 
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○中村委員 

 昨年、経済常任委員会でも、東洋水産株式会社、それから一正蒲鉾株式会社を視察させていただきました。新し

い工場を見学させてもらったわけですけれども、小樽市にとっても大変歓迎すべき状態だというふうに、そういう

状況が続いているというふうに思うのですけれども、それをさらに進めていただきたいと思うのです。 

 今お聞きしましたように、食料品製造業の出荷額、事業所数から見ましても、食品関連業種をターゲット、重点

的に誘致を進めるという、そういう点については私も賛成をいたします。大いにどんどんチャレンジをしていって

いただきたいと思うわけですが、企業誘致を進められる、先ほどもお話ししましたけれども、食品関連ではない企

業に対して、これはどのように対応していくつもりなのか。今回、ＤＶＤをつくるということですけれども、これ

も先ほどの秋元委員と重複するかもしれませんけれども、食品関連以外にも使えるわけです、その辺をもう少し詳

しく聞かせていただけますか。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 食料品関連企業以外ということで、先ほどの秋元委員の答弁と重なる部分もございますけれども、食料品関連企

業の誘致というのを第一に考えているということで先ほども申し上げましたけれども、その中で、昨年の東京での

トップセミナーにおきましては、食品関連以外の企業も参加していただいておりますので、企業誘致活動は食品関

連に限らず、少しでも可能性があるという企業に対しては積極的に働きかけを行ってまいりたいというふうに考え

ております。 

 それともう一つ、ＤＶＤは食品関連以外の業種に使えないのかという御質問ですけれども、これにつきましては、

これ以外の業種にも広く活用できるように工夫してまいりたいということで考えております。 

○中村委員 

 そのＤＶＤなのですが、企業としては進出するかどうかというその判断に、できるだけいろいろな情報を収集し

たいところでしょうけれども、そういう企業が知りたい情報をコンピュータグラフィックを使って視覚的にもわか

りやすく映像化するというふうに聞いているのですけれども、その辺はどうなのですか、お聞かせください。 

○（産業港湾）荒木主幹 

 制作予定の企業誘致ＤＶＤにつきましてですが、こちらのＤＶＤにつきましては、従来の単なる写真ですとか、

動画ですとか、文字だとか、数字だとか、こういったものを中心としたＤＶＤではなく、企業が知りたい情報、例

えば人口分布、それから先ほど来ありますとおり、道路、港湾、空港、ＪＲなどの物流アクセスにおける距離や時

間、それから札幌市との近接性など、こういった都市データを解析しまして、３Ｄ映像により立体化することによ

って視覚的にも印象に残るような、ある意味、見ていておもしろい、興味が湧くというようなＤＶＤを制作して企

業誘致活動に役立てていきたいというふうに考えております。 

○中村委員 

 ぜひ、来年度における企業誘致の取組につきましては、新年度予算に関連して、企業立地トップセミナーの大阪

での開催、そして今のＤＶＤの制作、そして小樽市の優遇制度であります企業立地促進条例の拡充、こういう市と

しての積極的な姿勢が見られますので、私たちも高く評価をしていきたいと思います。 

 また、これからも企業誘致につきましては、私たちも応援をしていきたいと思いますので、頑張って進めていた

だきたいと、そして小樽市の産業の活性化につなげていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

◎小樽港クルーズ推進事業費について 

 次に移ります。 

 小樽港クルーズ推進事業費について関係して何点か、その中でも特に観光にかかわる部分、何点かお尋ねしてい

きます。 

 まず、初めにお伺いしたいのは、クルーズ客船の乗船客について、これまでどのような受入れ、あるいは観光Ｐ
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Ｒ活動などをされてきたのか、この辺についてお聞かせください。 

○（産業港湾）港湾室主幹 

 港湾室におけるクルーズ客船の乗船客に対する取組についてお答えします。 

 これまで入港時には、平成20年に設立しました、現在、会員数500名を超えております小樽クルーズ客船歓迎クラ

ブの方々の有志による出迎えのほかに、本船側の希望がある場合には入港歓迎セレモニーの開催や観光ボランティ

アによる観光案内デスクの設置、あるいは小樽観光協会による地元物産の販売、こういうものを行ってきているほ

かに、出港時につきましては、おたる潮太鼓保存会による打演、あるいは歓迎クラブの方々による見送り、こうい

うおもてなしといいますか、取組を行ってきているところであり、小樽港に対して好印象を与えるような、あるい

はよい思い出になるようなメニューをつくって取り組んできているという経過がございます。 

 また、観光ＰＲ活動につきまして、港湾室サイドとしましては、在京のクルーズ船社あるいは旅行代理店を対象

にしたクルーズセミナーの実施や企業訪問、こういうことを行うことによりまして小樽観光のＰＲを行ってきてい

るという経過がございます。 

○（産業港湾）観光振興室川嶋主幹 

 観光振興室でも、港湾室と連携しまして、乗船客向けに観光パンフレット、観光マップのほか、市内の飲食店や

観光施設で使えるクーポン券を作成して、船会社にお渡しして利用していただくということを行っております。 

 また、船会社から要請があればですけれども、小樽に寄る前の寄港地から職員が乗って、その船内で小樽案内デ

スクといったものを設けて事前に乗っている方からの問い合わせ等にお答えするなど、観光案内、観光ＰＲを行っ

てきているところです。 

○中村委員 

 いろいろ努力はされてきたというのはよくわかります。ただ、これまで振り返って課題となるような点、これは

どのように捉えていらっしゃいますか、これをお聞かせください。 

○（産業港湾）観光振興室川嶋主幹 

 課題ですけれども、これまでいろいろやってきておりますが、クルーズ客船の乗船客の皆さんに対して十分に小

樽の観光の魅力をＰＲできたかというところで、少し足りなかったということも課題として考えておりまして、そ

ういった意味で、乗船客の小樽市内での回遊性を高めて経済効果をより高めていく必要があるのではないかという

ふうに考えております。 

○中村委員 

 そうだと思います。市民、いろいろな方々、やはり今このクルーズ客船については、もちろん新聞報道もなされ

ていますし、市民の皆さん、大変興味をというか、注目をしていると思います。よく聞くのは、せっかく小樽へい

らしたお客さんがどれだけ小樽の魅力を捉えてというか、あるいは小樽で、買物などでお金を落としているのかと

いうのは甚だ疑問だという声をよく聞きます。バスで札幌へ行ってしまうのではないか、あるいは積丹ですとか後

志方面へ行ってしまうのではないかというような声をよく聞くわけですけれども、今後の課題として、そういった

点も十分に、今いろいろお答えしていただいておりますけれども、考えていただきたいと思うのです。 

 まず、先日、新聞でも報道されましたように、平成25年と26年のクルーズ客船の入港予定、これをもう一度確認

させていただきたい。同じクルーズ客船でも、小樽に寄るという寄港地型、それから小樽を離発着する定点型とあ

ると思うのですが、その辺を差別しながら説明してください。 

○（産業港湾）港湾室主幹 

 現在発表されている情報として、今年平成25年には、小樽港初寄港となりまして、過去最大級であります７万7,000

トン級のサン・プリンセスが２回、そのほか船型自体は１万トンとあまり大きくはありませんけれども、今年の６

月に就航する新造船のル・ソレアルという、フランス国籍の客船ですけれども、これが10月に小樽港に初入港する
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など、外国船で５回、それから日本船が10回の合計で15回、寄港が予定されております。このうち、定点型のクル

ーズとしましては、従前からも小樽に来ていただいておりますにっぽん丸という船が４回、小樽離発着の定点クル

ーズを予定しているところであります。 

 また、26年には、せんだって１月23日に東京で発表されましたプリンセス・クルーズ社による小樽港寄港関係分

が現在発表されておりますけれども、これによりますと、サン・プリンセスが小樽港発着の定点クルーズという形

で13回、それから、さらに過去最大級となる11万5,000トン級のダイヤモンド・プリンセスが、横浜発着の定点クル

ーズの途中で小樽港に８回寄港するということで、合計で21回の寄港が予定されているという情報を我々としては

つかんでおります。 

○中村委員 

 今、予定を聞きました。先ほど来お聞きしていたいろいろな課題を受けまして、新年度予算では、クルーズ客船

の乗船客に対して小樽観光を楽しんでもらうために何か新たな事業、課題を踏まえて考えているのかどうか、これ

をお聞かせください。 

○（産業港湾）観光振興室川嶋主幹 

 新年度予算の関係での新たな事業でありますけれども、本市に加え、北後志も含めたエリアでのクルーズ客船用

のいわゆるオプショナルツアーというものをつくっていきたいと。そして、小樽、北後志を含めた地域のＰＲをす

るセミナーの開催を予定しております。 

○中村委員 

 そのセミナーについてですけれども、もう少し詳しくお聞きしたいと思います。セミナー開催の時期、場所、そ

れからセミナーの参加対象、これはどういうふうになっておりますか。 

○（産業港湾）観光振興室川嶋主幹 

 セミナーの時期については、現在、今申し上げましたオプショナルツアーをつくるということがありますので、

それをつくって準備が整い次第、なるべく早めにというふうに考えております。 

 セミナーの場所については、東京で開催したいと考えておりますし、また参加対象者については、クルーズ客船

が寄る寄港地のオプショナルツアーを取り扱っている旅行代理店の担当者に集まっていただきたいというふうに考

えております。 

○中村委員 

 そのセミナーの内容、具体的に説明をお願いいたします。 

○（産業港湾）観光振興室川嶋主幹 

 小樽と北後志を含めた地域の観光のプレゼンテーションを実施するほか、今言いましたクルーズ客船向けのオプ

ショナルツアーを提案し、そして売り込んでいきたいというふうに考えております。 

 また、参加していただく旅行代理店の担当者との意見交換や、そのときにまた地域の物産のＰＲなんかもしたい

というふうに考えております。 

○中村委員 

 小樽発の日帰りツアーを造成して、旅行会社に提案するということですね。これは他の自治体などとも連携する

とも思うのですが、どういうツアーを想定されているのでしょうか、もう少し詳しく示してください。 

○（産業港湾）観光振興室川嶋主幹 

 他の自治体との連携ということです。先ほど来から申し上げております北後志も視野に入れた、そういったオプ

ショナルツアーということですけれども、このツアーで今想定しておりますのは、地元ならではといいますか、地

元でなければつくれないような、いわゆる一般的というのですか、東京の代理店がつくるような小樽のツアーとは

ちょっと違う、地元の個性が出るようなツアーを想定しております。 
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○中村委員 

 小樽らしい、あるいは北後志も含めてということですけれども、さらに魅力的でインパクトのあるものをぜひ考

えていただきたいなと思うのです。このセミナーの効果については、どのように考えていらっしゃいますか。 

○（産業港湾）観光振興室川嶋主幹 

 セミナーの効果ですけれども、まずは多くの旅行代理店の担当者の方にお集まりいただくというのが大前提にな

るかと思うのですけれども、その中で、小樽・北後志の観光情報のプレゼンテーション、そして今申し上げました

オプショナルツアーの売り込み等によって小樽・北後志の回遊性を高めて、そして経済効果をより高めていくとい

うことにつながっていくのかなということで、そういった効果があるものというふうに考えております。 

○中村委員 

 いろいろ説明をしていただいていますけれども、さらにいろいろな手法で取り組んでいく必要があると思うので

すね、これは先ほど秋元委員も同様の意見をおっしゃっていたと思うのですけれども。 

 最後に、クルーズ客船の乗船客を生かした観光振興、それによる経済効果を生み出していくために、市としてさ

らにこの後どういう施策を展開していくのか、もう一歩踏み込んだ施策の展開が必要かなと思うのですが、これに

ついてはどうでしょうか。 

○（産業港湾）観光振興室長 

 クルーズ客船の乗船客を生かしました観光振興につきましては、委員のお話にありますとおり、小樽観光にとっ

て非常に大きなチャンスであるというふうに私どもも認識しております。それで、新年度は新たに市と民間事業者

によります小樽港クルーズ推進協議会の設立が予定されております。市といたしましても、港湾室と観光振興室が

連携いたしまして、官民一体となった形で、これまでよりも一歩踏み込んだ事業の展開を予定しておりますけれど

も、その後につきましても、他の先進都市の事例なども参考にいたしまして、さらなる事業の展開を図り、経済効

果を生み出してまいりたいというふうに考えております。 

 また、クルーズ客船を見学に来るお客さんというのもかなりあるというふうに考えておりますので、そこら辺の

対応につきましても、あわせて検討してまいりたいというふうに考えております。 

○中村委員 

 大いに期待をしたいと思います。絶好のチャンスがやってきていると思うのです。平成25年、26年の入港の予定

を見ていると、サン・プリンセスの入港の度合い、これにさらに、これまで例えば飛鳥Ⅱだとか、国内のほかの船

なども入ってきていますので、あるいっときなどは、果たして何隻も重複するのではないかと、やりくりは大丈夫

なのかと思うのですけれども、その辺も含めまして、これは絶好のチャンスだと思いますので、小樽らしいインパ

クトのある、さらに魅力的ないろいろなことを考えながら取り組んでいただきたい、私たちも応援したいと思って

いますので、よろしくお願いします。 

○委員長 

 一新小樽の質疑を終結し、自民党に移します。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○山田委員 

 それでは、何点か質問してまいります。 

 代表質問でも、企業誘致の件で質問をしました。私も、このように外部から力をかりる、こういうことも重要だ

と思っております。また一方では、やはり地元の力、この育成も重要と考えています。この観点から質問をさせて

いただきます。 

◎小樽観光振興公社出資金について 

 平成25年度予算書の中に、株式会社小樽観光振興公社出資金、市債で１億3,000万円が記載されております。この
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ことに関連して、何点か質問させていただきます。 

 小樽市民の方でもまだおわかりにならない方が多くいらっしゃると思うので、まず、この観光振興公社の設立趣

旨、事業内容、雇用者数、その３点についてお聞かせください。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 株式会社小樽観光振興公社ですけれども、この会社は、小樽市の第三セクターの会社でありますが、これは昭和

53年に共同通船株式会社という会社が第３号ふ頭から祝津までの航路で観光船事業を営んでおりましたけれども、

会社の倒産によりまして航行が中止となりました。この際に、小樽観光の目玉として小樽海岸をＰＲする目的があ

りましたので、それでは小樽観光が夏、ＰＲには非常に支障があると、こういったことで当時、民間主体で観光事

業というのを推進すべきだというような機運もありましたので、57年に行政と民間それぞれのメリットを生かす第

三セクター方式で会社を設立したらどうかというようなお話もありました。それで、57年に、趣旨としまして、市

内に点在する観光資源を有機的に結びつけて活用を図るため、公益団体と民間とが協力し合って相呼応し、事業を

推進する、このような目的で会社を設立しました。いろいろ朝里川温泉ですとか、オタモイ開発ですとか、事業を

いっぱい並べてはいたのですけれども、やはり当面としては急務の課題である観光船事業をやりましょうというこ

とで始まったところであります。 

 従業員は、プロパーの職員が、社長、常務、それから部長、それからあと社員が２人いまして、あとはアルバイ

トといいますか、臨時の季節雇用の方ということで聞いております。 

○山田委員 

 今回、出資金、市債ということでお聞きしております。それでは、この投資される目的、また出資の割合、また

主な株主名、大体どういう方が出資されているのか、その３点をお聞かせください。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 まず、１億3,000万円の出資目的でありますけれども、現在使っています観光船が相当老朽化していると、30年選

手なものですから、今後の海上観光のあり方について、廃船になってしまった場合、非常に海上観光が衰退してし

まうと、そういったことで優先といたしまして、やはりここで新造船を導入し、小樽観光のポートマップといいま

すか、そういったことを図っていくべきだということで１億3,000万円、新造船の購入費に充てるものです。 

 このたびの１億3,000万円の出資によりまして、その割合ということなのですけれども、これは平成12年から株価

は、時価会計ということが導入されておりますので、当初、１株1,000円ということでありまして、小樽市としては

全株が７万株、そのうち40パーセント、２万8,000株を持っていたのですけれども、この１億3,000万円が入ること

によりまして、現在、時価を確認しましたら、残念ながら１株31円だそうです。そこで１億3,000万円導入しますと、

計算しますと99パーセント小樽市の出資ということになります。 

 主な株主については、小樽市が40パーセント持っておりまして、そのほかなのですが、これは債権者若しくは株

主でないとそういった情報は出せないということでありますので、それにつきましては御勘弁いただきたいと思い

ます。 

○山田委員 

 すごいですね、40パーセントの株割合が99パーセントになるということで、本当初めて聞きました。 

 私の認識では、通常であれば、普通の株式会社は半分以上の新規の株は発行できないような形だと思ったのです

が、法律的には変わったのでしょうか。今日は財政課長と財政部長もいらっしゃるので、その点、法的に何ともな

ければ何ともないということでお聞かせ願えれば。いかがですか。 

○（産業港湾）観光振興室長 

 その件につきましては、私どもも素人の部分がございますので、あらかじめ税理士に相談いたしまして、問題は

ないということで伺っております。 
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○山田委員 

 たぶん法が変わったのだと思います。 

 それでは、この時点で、投資したときにほかの株主へ、出資してくださいとか、そういうことはしなかったので

しょうか。また、新造船を買うという話をしたときの他の株主の反応というか、本当に出資して新造船を買うとい

うことですから、自分のところも少しは出すよとか、たぶんいろいろと御意見があったと思うのですが、そういう

のがもしあれば、お聞かせください。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 もともとこの観光船の更新につきましては、観光振興公社でもいろいろ検討して、小樽市に買ってもらい借りて

やったらどうかという話もしておりました。ただ、観光振興公社としては、小樽の観光船事業を一手に担っている

と、そういったところで、この事業自体が公共性の非常に高いものだと、公共が行ってもおかしくない事業だとい

うような認識でおりますので、まず何とか観光船導入に当たっては小樽市が支援をしてほしいということで、まず

第一に言っております。向こうでも今まで増資、減資、今までの経緯の中でやってきたところがありますので、な

かなか現在いる株主に負担を求めるというのは非常に厳しいというような取締役会でのお話もありました。当然、

私どもも、１億3,000万円、全額小樽市ではなくて、民間で出せないのかということで、いろいろなお金を出せる企

業というのは市内にそうそうないものですから、本州資本につきましても当たってはみたのですけれども、なかな

か難しい現状でありまして、やはりこの観光船事業というのは必要だ、新しい船が必要だということで、本市が１

億3,000万円の投資をすることになったというふうな経緯でございます。 

○山田委員 

 本当に１億3,000万円というと、１社の企業ではなかなか右から左というふうにはいかないと思っております。そ

ういった意味では、ある程度市が出資という形で観光船の購入に充てるということも理解できるところです。 

 ただ、今回、この１億3,000万円のほかに貸し付けされている2,925万円、この点について、貸し付けされる理由、

目的、この点についてお聞かせください。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 まず、昨年から予算づけをさせていただいています3,250万円、観光振興公社に貸付けをしております。もともと

観光振興公社では8,500万円の借金が出まして、それで小樽市が5,000万円を貸し付けて、それを優先的に小樽市に

返させてきたという経緯がございます。それで、もともと今、市中銀行にあった3,250万円の金利負担が結構な額に

なると。それで、観光振興公社の乗客数も伸び悩み、また船が老朽化しておりますので、それとやはり修繕費も負

担になっていると。そんなことで、一たび故障が起こると何百万円単位という金額になってしまいますので、定期

的に検査をしていきたいと、そのための経費が必要だということで、市中銀行に払わなければならない金利負担よ

りも、小樽市が短期プライムレート1.475パーセントで貸しますので、その金利負担分を整備に回したり、そんなこ

とでお話をもらいまして、市として検討した結果、やはり海上観光を維持していくためには、ある程度の観光振興

公社に対する支援も必要だと、支援の一つの策として貸付けを行ったという経緯でございます。 

○山田委員 

 本当に維持管理費の部分でも、相当やはり昔からそういう形で維持・管理、故障、船体の各エンジンの載せ替え

だとか、結構そういう部分で御苦労している部分がわかりました。私の友人からも、やはり船に関しては維持費、

または修理費が相当かかるというのを聞いております。 

 それで、以前、過去に何隻か、観光振興公社でも船舶を購入していると思います。構想の段階で、こういうふう

に使いたい、また、そういうふうに思ったのがやはり現実とのギャップで、購入したのはいいが、実際に海の上に

浮かべてそぐわなかったと。例えば波が高くてだめだとか、こういう接岸地に上陸させるのがだめだったという話

を結構私も聞いておりますが、その事例と今後の運営についてお聞かせください。 
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○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 委員のおっしゃるとおり、今まで船を導入しては失敗しております。まず、昭和63年にホバークラフトを導入し

ましたが、これは非常に波に弱くて、少しでも波があると出ていかれないと、そのようなことで２年で運航中止に

なった経緯がございます。それから、平成３年に、当時クルーザーが大はやりでありまして、クリスタル・オブ・

ザ・シーという観光船、大型クルーザーを導入いたしました。ここでディナークルーズなどをやっていたのですけ

れども、波に揺れると食べていられないとか、そのようなこともありました。また、ウイングベイの築港臨海公園

のところから第３号ふ頭までシャトル便を行ったりしていたのですけれども、なかなか事業ベースにのっていかな

かったということで、15年に廃船になっております。こういった苦々しい経験を生かしながら、やはり地道な観光

船事業をやっていかなければならないと。今、新たな船を導入して、地道に小樽観光、観光船事業をやっていきた

いということで先方からも聞いておりますので、私どももそれの支援をしているところです。 

○山田委員 

 今、いろいろと過去の実情も聞かせていただきました。現在、この観光振興公社は屋形船とかもやっていると思

いますが、その屋形船については、順調に進んでいるのでしょうか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 屋形船も、小樽港内しか走られない、あとはちょっと波があると中で、例えば貸切り事業ですと、そこでお弁当

をとって飲み食いをしながら運航するのですが、なかなかその波も高いとぐあいが悪くなってしまうとか、そうい

ったこともありまして、営業努力は続けております。過去、市外に行きまして例えばＰＴＡの皆さんに使っていた

だくですとか、ほかのまちの宴会に使っていただくですとか、そういったことでも努力はしているのですが、なか

なか観光船事業の底上げといいますか、売上げにつながるところは非常に難しいというところです。 

○山田委員 

 今回更新する船舶、これもやはり我々も気にするところなのですが、今回は老朽した船舶の更新なので、ある程

度観光船としての船を想定するわけですが、現在の船舶と比べて、例えば、１隻だと思うのですが、その新設計の

内容、それから旧船舶との相違、２隻から１隻になる点のメリット・デメリット、その辺の概要をお聞かせくださ

い。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 新しい船なのですけれども、材質につきましては、ＦＲＰで考えております。そして、総トン数ですけれども、

今と変わらず19トンです。平均の速度が、今の船が10ノットなのですけれども、これが15ノットから17ノットで走

れるような船にしたいと。定員は、現在も同数で、約80名ということで考えております。 

 一番の決定的な違いは、現在の船は瀬戸内の内海で走っていた船ですので、波に非常に弱いです。この辺が非常

に天気がよくて穏やかでも、海に行ってちょっと波が高いと欠航になってしまいます。そういったことが解消でき

るように、波を切って走れるような船ということで考えております。その波を切ることによって、現在、欠航が50

日弱ありますけれども、それが減るのではないかと。それで、２隻が仮に１隻になったとしても、そういったこと

で欠航が減ることで、その分賄っていけるのではないかということで考えております。 

 あと、２隻が１隻になるということの最大のデメリットは、万が一故障したときに代替船がありませんので、運

航を中止せざるを得ないと、そこが一番の心配事でありますが、ただ新しい船ですので、そうそう壊れることはな

いと思います。実際のところ、半年の運航でありますので、その運航が終わった後きちんと点検すると、そういっ

たことでそういった問題はクリアできるのではないかというふうには考えております。 

○山田委員 

 もう少し船舶のことを聞かせてください。屋形船などは夜間航行できるのですが、今回の新設計する船は、波を

切って80名ぐらいの方を乗せて何回も、今まで欠航した日でも海に出られるということでわかりました。そういっ
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た意味では、たぶん２隻が１隻になったメリットとしては、経費の部分、維持費の部分では、例えば船検だとか人

員、給料の部分、また、たぶん新しくなれば今度、夜間航行もできるのではないかなと思うのです。小樽の夏は、

ある程度、夕涼みみたいな形で港内周遊、こういう部分もできるのかなという気はするのですが、そういったもの

に対応できるのでしょうか、その点を聞かせてください。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 委員のおっしゃるとおり、やはり１隻になった、そして新しい船になるということで、経費的な部分が相当違う

と思います。まず、点検にかかる、あと整備にかかる経費は非常に削減できると思います。また、１隻になること

によって人件費も削減しているということで聞いております。 

○委員長 

 夜間航行だとか、港内周遊。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 もちろん現在も貸切り事業には対応しておりますので、そういったことでのニーズがあればやっていく体制を整

えて、収入を上げていくという目的もありますので、そういったことにも対応していただきたいということで考え

ています。 

○山田委員 

 今のお答えで、現在よりも収入が増えれば、ある程度この観光に対しても貢献できるということがよくわかりま

した。 

 それでは、今回、この更新する業者の選定、また募集や契約方法、なぜこの時期になったのか、老朽化されたと

いうことでお聞きしておりますが、その時期についてお聞かせ願いたいと思います。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 まず、１億3,000万円の費用を出すに当たって、やはりその消費税というのもが非常に大きいということで聞いて

おります。ですから、その消費税が５パーセントから８パーセントになる前に何とか導入したいというふうなひと

つ気持ちもあります。それから、今の観光船がやはり老朽化しているということで、できる限り新しい船を導入し

て安定経営を図っていきたいということもありますので、こういった時期に考えているところです。ただ、最短で

来年３月ということでありますので、そこがちょっと心配なところでありますけれども、なるべくそれに向けてや

っていきたいと思います。 

 また、契約内容なのですけれども、これにつきましては、今、この予算が可決された暁には先方とお話をしまし

て契約内容を詰めていきますけれども、造船事業者の募集ということで、まずかけてまいります。それから、そこ

での提案、この金額でこういった条件でということを並べていきまして、先方からできるだけこの条件に合ったい

い船ということでの提案を受ける、公募提案型というのでしょうか、そういった契約方法で今考えているところで

す。何とか６月ぐらいまでには契約しないと、船をつくるのにも最短10か月かかると聞いていますので、できるだ

け早く契約にこぎつけたいということで考えております。 

○山田委員 

 ある程度６月までにめどをつけたい、業者の選定については、意見を聞いた上で、ある程度プロポーザル方式で

検討しているということで、よくわかりました。そういった意味でも、海上観光の一翼を担っている意味で本当に

頑張っていただきたいと思いますが、私も、祝津号が昨年、岩礁にぶつかった部分もございます。この乗組員の体

制や安全対策、特に船舶が新しくなるということですから、例えばソナーだとかレーダーだとか、こういうものが

たぶん向上されたものになると思うのですが、その安全対策、特に何か考えていませんか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 このたびの１億3,000万円ですけれども、この経費の中身は、今おっしゃったソナーですとか、レーダーですとか、
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そういったことも装備しなければならないということになっておりますので、その経費も含んでいるところです。 

○山田委員 

 今まで本当に老朽化した祝津号、それからオタモイ号だったのですけれども、今まではそういうのはなかったと

いう認識でよろしいでしょうか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 今も備えつけております。今も、船にはそれをつけておかなければいけないということになっておりますので、

今もついております。 

○山田委員 

 そういった一応の標準装備みたいな形でついているというのはよくわかりました。 

 今後、観光の多様化やこの目玉的な企画、先ほど重点施策の部分でも、各会派いろいろとその観光施策について

は言っておりました。この重点的な施策を生かしていく意味では、たぶん80人乗りということであれば、修学旅行

や団体客などに、こういうような新しくなるこの観光船のパンフレットとか、ほかの媒体による周知の工夫、これ

が私は必要だと思っています。 

 それで、現在の収支状況をお聞かせの上、今後の事業計画や収支計画についてはどういうふうに考えているのか、

お聞かせください。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 委員のおっしゃるとおり、やはり周知にもどんどん工夫をしてやっていかなければならないと思っています。観

光振興室としましても、そうした支援をしていきたいと思っています。 

 収支なのですけれども、現在、平成24年度、ずっと、昨年度から3250万円の借金を返してもらっているような状

況になっております。ですから、その黒字で浮いた分をこちらのほうに返してもらっているということになってお

ります。 

 実際に観光船事業につきましては、半年間しか運航できない、そして波の高いときには船が欠航になってしまう

ということで、観光船事業だけではなかなかその収支としては成り立ちません。それで、観光駐車場を振興公社で

やっておりまして、その駐車場の上がりで収支を保っているところです。 

 あとは、いろいろ船の、今まで廃船にしてきました船の償却なんかもありまして、実際のところは、貸借対照表

でいくと赤字になっておりますけれども、実際のキャッシュフローとしては黒字ということになっております。 

○山田委員 

 本当に苦しい経営事情の中で相当苦労をしていると私も認識しました。ますますやはり小樽の観光、それに対す

る多様化の中でも、この船舶を使った観光、ある程度、修学旅行、またグループ制のお客さんなんかも、こういう

イベントというか、先ほどもありましたオプショナルツアー、こういうのもいいのかと今つくづく思っています。

今後とも頑張っていただきたいという意味で、最後に一言つけ加えて、御意見を聞いて、この観光振興公社につい

ては終わりたいと思いますが、いかがでしょう。 

○（産業港湾）観光振興室長 

 委員からも今お話がありましたとおり、観光船の位置づけは、非常に本市の海上観光という部分で重要なものだ

というふうに捉えております。ほかには、屋形船ですとか、小樽港マリーナのクルーザーがございますけれども、

ある程度、修学旅行など大きな人数が乗れるものは海上観光船しかございません。 

 観光基本計画の中にも、海上観光の重要性というものをうたってありますので、この機会に老朽した観光船を更

新させていただきまして、そして市としても観光振興公社をバックアップする形で、小樽の海上観光を売り出して

まいりたいというふうに考えております。 
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○山田委員 

 今の力強いお言葉を聞いて安心しました。ぜひ今後とも頑張ってください。 

◎オタモイ海岸売店施設撤去について 

 それでは、次の質問に移ります。 

 観光費の中から、オタモイ海岸売店施設撤去経費、これが100万円載っております。これは何の経費かなと思った

のです。通常、個人の売店であれば、建物の撤去については個人が支払うべき部分かと思っておりました。まず、

この個人の建物の撤去についての通常の展開をお聞かせ願いたいと思います。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 通常であれば私が答えるような内容ではないのかもしれませんけれども、オタモイ海岸のことということで、私

から答弁いたします。 

 基本的に市が個人の財産に対して、撤去ですとか、そういったことは、公共性というか、税金を投入してやると

いうことでありますので、通常はあり得ないということで考えています。 

○山田委員 

 特に、私も地元なので、この点についての設置された経緯は十分理解しているつもりです。ですが、今回、この

ような経費が計上された経緯について、特別何か危険があるだとか、安全が担保できないだとか、そういった意味

があったのか疑問に思ったのでお聞きするのですが、まずこの経緯についてお聞かせ願いたいと思います。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 このたびの売店の撤去経費計上に係る経緯でありますけれども、御存じのとおり、平成18年に大規模な崩落があ

りまして、遊歩道が立入禁止になっていると。その下に実は私有地がありまして、そこで売店を営業していた方が

おりました。市としましても、やはり危険だということで営業の中止、退去を要請してまいりましたけれども、自

分の土地で商売して何が悪いとか、いろいろなこともありまして、なかなか膠着状態が続いていたと。 

 その後、22年に再度崩落がありまして、この際に測量を行ったところ、売店が建っていた場所は小樽市の土地だ

ったということが判明いたしました。そしてさらに、ここで何とか退去をしていただくようにお話ししていたので

すけれども、なかなかそれも進んでいかなかった。そのときに、実際に私有地はありまして、そこの所有者である

方に接触する機会がありまして、土地を寄贈していただくことになりました。市としましても、あそこはもうゲー

トを設けて立入りを禁止していると、崖がいつ崩れてくるかわからないということで一般の立入りを阻止したいと

いうことで考えておりましたので、御理解いただいて土地をいただくことができたということが非常に幸いだった

と思っております。その際に、このプレハブにつきましても、今、小樽市で撤去するというようなことになりまし

て、土地とあわせていただいたような形になっております。それで、このプレハブにつきまして撤去するというの

が、このたびの経費の経緯であります。 

○山田委員 

 本当にこの海岸は、国定公園であり、やはり先ほどの観光船の話もありますが、実際この建物も見えるわけなの

ですよね。ですから、今回、こういうような形で撤去されるというのは、私は逆に歓迎しております。いろいろと

経緯はあったと思いますが、今回この撤去される部分、100万円で足りるかなと思うのですが、その点はいかがでし

ょうか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 もちろん見積りがあって予算計上に至っておりますので、建築住宅課に見てもらって、全て撤去し、片づけるこ

とも含めて100万円程度というような見積りでありました。 

○山田委員 

 ぜひ、やはり海上からの景観の部分もあります。そういった部分では、今年の夏ですか、撤去されるのは。その
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ときに本当にきれいに、自然に戻していただければと思います。 

◎今後のオタモイ海岸のあり方について 

 それで、今後の海岸のあり方、たぶん海岸の保全だとか、景観の維持という部分ではあると思うのですが、今後

について何かその部分はお考えがあるのかないのか、その辺も聞かせていただきたいと思います。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 やはりいつ崩落が起こるかわからないので、ゲートを閉じて一般の立入りを禁止しているところであります。で

すが、そこに今、実はいろいろな方が入り込んでいると、そして、この売店のあるところで火をたいたりですとか、

そういった不審な動きがあると。そういったことで、やはり早急にこのプレハブを撤去したいという考えでありま

す。ですから、これがきれいになった暁には、まず見晴らしもよくなりますので、誰かが侵入した場合にはすぐわ

かるということになりますし、また、その建物があることによって陰になったりしますから、密漁が起こったりと

かということも聞いております。ですから、今後につきましては、やはり不審者の侵入、そういったことも防げる

ことにもなりますし、犯罪行為を防ぐことができるのではないかと、また衛生面につきましても、きれいになるこ

とでいいのではないかということで考えております。 

 まず、小樽市としては、危険防止のために一般の立入りを禁止すると、それが第一の目的でありますので、今後

も安全管理に努めていきたいということで考えております。 

○山田委員 

 今後についても、そういう安全に配慮した形でしていただけるということで、よくわかりました。 

 私の最後の質問ですが、やはりあそこから見る景色というのは、なかなか絶景な部分があります。そういった意

味で、今、安全管理とおっしゃられましたので、あそこの駐車場の柵について、ある程度されているとは思うので

すが、観光客が来た場合によく見えるような整備は何かされるのかなという、されたほうがいいのではという気は

するのですが、その辺について最後お聞きして私の質問を終わりたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○（産業港湾）観光振興室長 

 今、委員からお話があった件につきましては、経済常任委員会でも以前から議論がされているところでございま

す。新たな展望台をつくったらどうかですとか、あの部分をもう少し張り出しをどうしたらとか、いろいろなこと

はございますけれども、なかなか国定公園内ということもありまして、すぐに有効な手だてはつくることができま

せんので、先ほどの海上観光船の部分に戻りますけれども、まずは海上観光船からきれいな海岸線を見ていただく

ということが第一で、その後、その件につきましても、また引き続き考えてまいりたいというふうに思っておりま

す。 

○山田委員 

 ぜひよろしくお願いします。質問を終わります。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○酒井委員 

 それでは、私から１点、確認の意味も含めまして質問させていただきたいと思います。 

◎ひき船の運航管理について 

 タグボートの予算についてなのですが、初めに前年度と平成25年度の大枠での部分で結構ですけれども、内容の

変更点などを説明していただきたいと思います。 

○（産業港湾）管理課長 

 ひき船についてのお尋ねですけれども、現在、予算書の中では、ひき船の船舶等保険料が111万3,000円という計

上の形になっております。 

 昨年度につきましては、２万2,000円という費用になっておりまして、109万1,000円の増額という形で、単にこの
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二つを比較いたしますと、かなり増額になっております。これにつきましては、今年６月に委託の方法が大きく変

更になりました。その際、マリンサポートサービス株式会社から、船舶の補修、管理業務を今年度は直営で作業を

させていただいています。この際に、保険について２種類あるのですけれども船客傷害賠償責任保険料、これが２

万2,000円で、昨年度も今年度も同じ額です。 

 それで、今、増額になりますその部分につきましては、丸々船舶保険料というものになりますが、これは前年度

までにつきましては、マリンサポートサービスの委託料の中に入っていたものです。これにつきまして、先ほど申

し上げました、委託の方法が変わって直営で保険料を払う形になりましたので、その形が残りまして、今、保険料

として増額の形になっております。ですから、委託内容の表現が変わっただけで、昨年度も、今年度また来年度に

つきましても同様な業務の内容となっております。 

○酒井委員 

 直営に一回なって、現在は、石狩湾新港サービス株式会社がこのひき船を運航しているかと思うのですが、こち

らは随意契約ということで契約されたということなのですが、この随意契約の経緯などについて説明をお願います。 

○（産業港湾）管理課長 

 その前に一つ確認でございますが、ひき船の業務につきましては、大きく三つに分かれております。ひき船の運

航管理、それから船そのものの裸用船の契約、それから船舶保守管理の、この三つで一つの業務となってひき船を

契約しております。 

 それで、今、委員から御質問があったのは、ひき船の運航管理の部分かと思います。これにつきましては、平成

24年３月まで北海道ポートサービス株式会社が運航の委託をしておりました。これにつきましては、そのポートサ

ービスから業務について、これでやめたいというお話がありまして、４月から今言われました石狩湾新港サービス

に業務をかえております。それで、３か月間、４月から６月を行いまして、その後、７月に再契約をしまして、現

在に至っているところでございます。その当時、時間がなかったこと、また近隣でひき船の業務をやっている企業

がいないなどから、急遽、石狩湾新港サービスに委託をしているところでございます。 

○酒井委員 

 随意契約ということで、石狩湾新港サービスと契約しているということですけれども、もう一回確認なのですけ

れども、地元といいますか、小樽でこのひき船ができるところがないというようなことだったのですが、私が聞い

ている範囲では、できるようなところもあるように聞いているのですね。それで、そうなると入札ということも考

えられるのかと思うのですが、その入札ということになった場合に、例えば基準とか、そういう部分は示されてい

るのかどうなのか、聞かせていただけますか。 

○（産業港湾）管理課長 

 御指摘のありました契約の方法についてでございますけれども、入札という形になりますと、現在のところ、ひ

き船業務をやっている企業が複数あった場合については、やはり入札になるというふうに思います。ただ、現在の

ところ、ひき船業務を小樽市内、また近隣で行っている企業が多くないのが現状でございまして、今のような方法

をとっているというところでございます。 

 また、その選定に当たってはどのような条件があるかということでございますけれども、ひき船につきましては、

現在のたていわ丸についての部分が条件になってございますが、今、航行の区域が沿岸区域での航行の範囲となっ

ております。簡単に言いますと、小樽港と石狩湾新港の範囲ぐらいということなのですけれども、その中では、そ

の船舶、出力だとかによって決まってくるのですけれども、それにつきましては、機関長ですと５級の海技士です

とか、船長につきましては６級海技士の（航海）という免許があると聞いております。こういう部分ですとか、機

関長であれば５級海技士の（機関）という部分の免許が必要だと思っております。このような資格といいますか、

そういうものが必要だということが考えられます。 
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○酒井委員 

 私が聞きたかった部分とかみ合っていないと思うのですけれども、入札にした場合の基準というのが、法令的な

部分等あるとは思うのですけれども、小樽市の港湾室として基準は設けているのかどうなのかというところで。 

○（産業港湾）管理課長 

 基準という形の中で、例えば建設業のように、知事からの免許だとか、そういう部分については、ひき船につい

ては承知していないところです。 

 ただ、現在、先ほどもちょっと申し上げましたけれども、ひき船の運航の安定性だとか、また、それのいろいろ

な、例えば、お正月も構わず運航、荒天によっては出ていかなければならないというふうな、この業務としての安

定性、そういう部分を鑑みた場合について、先ほど言った小樽市内、また周辺での企業がないというふうに考えま

して、随意契約に現在なっているところです。 

○酒井委員 

 基準は、今のところ、今のところと言ったら変ですけれども、基準という部分に関しては設けていないですとい

う理解でよろしいですね。 

○（産業港湾）管理課長 

 はい。 

○酒井委員 

 結局、今、石狩湾新港サービスに委託をしている、小樽港に関しては１隻、同じ会社で管理している石狩湾新港

にはたしか３隻だと聞いています。必要に応じて石狩湾新港からこちらに来ていただいたりですとか、また逆のこ

ちらから応援に行ったりだとか、そういうメリット的なことも考えると、石狩湾新港サービスに委託している、そ

こで先ほど言っていました三つの業務ということ、例えばメンテナンスとかも含まれると思うのですけれども、そ

ういう部分もこの石狩湾新港サービスでやれるということで理解してよろしいでしょうか。 

○（産業港湾）管理課長 

 その業務につきましても、事前にお話を聞いたところ、保守管理業務については可能だと聞いております。 

 また、ひき船につきましては、石狩湾新港につきましては、ＬＮＧ対応のために今２隻ということで、公共とし

ては１隻、ＬＮＧの対応で２隻があって、加えて３隻という形になっておりまして、その公共で担保します１隻と

は、ひき船業務に関する協定書というのを、平成18年９月に小樽市と石狩湾新港管理組合で締結しております。こ

れに伴いまして、二つの港でそれぞれのひき船を相互に利用し合ってやっていこうということで結んで、今は活用

しているというところになっております。 

○酒井委員 

 石狩湾新港と、それから小樽港との間で行き来しているということなのですが、例えば小樽港から出ていって石

狩湾新港で仕事をして、帰りに天候が悪くなって帰ってこられないとかということも考えられると思うのです。小

樽、石狩の間は、たしか40分から１時間程度かかるということで理解していましたが、そういうことも考えられる

と思いますが、小樽港から石狩湾新港に行くだとか、若しくは帰ってくるだとか、天候がよければそのまま帰って

くるのでしょうけれども、天候が悪かったときとか、それを判断するというのは、どなたがされるのか、お答えい

ただけませんか。 

○（産業港湾）管理課長 

 まず、端的に申し上げますと、ひき船の船長が現在行っております。ひき船につきましては、こちらから石狩湾

新港に行けても帰ってこられない場合がありますし、もともと行けない場合とか、そういう二つのパターンに大き

く分かれます。ただ、本港のひき船の使命だと私は感じておりますので、その部分の中では、本港の、例えば定期

船確保のためという部分があるのであれば、石狩湾新港に出向いて戻ってこられないような危険性がある行動につ
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いては慎んでもらうような話は個人的にはしております。 

○酒井委員 

 これから大型のクルーズ客船が小樽港に入ってくるかと思います。そういうときに、例えばひき船がいなくて港

に着かないとかということも考えられなくはないかなと思います。その辺の判断だとかはやはり慎重にやっていた

だきたいと思います。 

 それと、このタグボートに関して、運航するに当たって、例えば最低何人以上とか、そういう人数の部分もある

かと思うのですが、この辺についてはどういうふうになっているのでしょうか。 

○（産業港湾）管理課長 

 仕様書のほうで、現在のところは、基本的には最低人員は４名で作業をするようにという形で指定をしておりま

す。 

○酒井委員 

 聞いたところによりますと、かなり危険な作業だということで、しかも、今年の正月もありましたけれども、急

に呼び出されて、呼び出されてと言っては変ですけれども、必要になった場合はやはりこういう従業員の方々が正

月にもかかわらず呼び出されて、その運航に当たっているとかということも聞いています。 

 最低４人以上ということなので、たしか契約書では５人だったと思うのですけれども、この人数も適正なのかと

いう部分も疑問に残る部分でありますので、検証していただければと思うのです。 

 最後に、３年後でしたか、このタグボード、更新時に当たるかと思います。現在のタグボートの能力が、たしか

3,600馬力ですね。これから大型の観光船が入ってくるということを考えますと、果たしてこの3,600馬力で間に合

うのかどうか、いろいろこれから考えていかなければいけない部分だと思うのですが、現在において、何かそうい

う更新時に当たってのお考えがあれば、聞かせていただきたいと思います。 

○（産業港湾）管理課長 

 平成28年８月までが、現在、本船と申しましょうか、本体の契約がございます。その部分の中で、かなり老朽化

が見えている船でございます。あと３年少しありますけれども、それまで何もしないという形にはなりませんので、

来年度からいろいろと調査、また中古船という形になると市場調査といいますか、そのぐらいに、今持っている仕

事が３年後にリタイアするような船だとか、そういう部分の調査についてはもう来年度すぐに入りたいと思ってお

ります。 

 また、新造船の部分についても、単にあり得ないとかという意味ではなくて、幅広く調査を考えてまいりたいと

思います。 

○酒井委員 

 あと最後、もう一つ確認だったのですけれども、たしかＬＮＧのガスの検知器ですか、そういう部分でもつけら

れたと思うのですけれども、そういう部分は、例えば新しい船になった場合とかは使えるのかどうか、その辺を説

明してください。 

○（産業港湾）管理課長 

 ちょっと細かい話をしますと、備品購入費という形で購入したものでございます。これにつきましては、今、既

設の船に取りつけられた機能のものでございますので、また所有者が違いますので、本船を返す場合、３年後につ

いては撤去を考えておりますので、それにつきましては、その後、船によって使えるものであればそのまま使いま

す。少なくとも市で購入したものでございますので、それについては、撤去して市の持ち物にしたいと思っており

ます。 

○委員長 

 自民党の質疑を終結し、共産党に移します。 
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------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○川畑委員 

◎有害鳥獣駆除対策について 

 有害鳥獣駆除対策について質問いたします。 

 農業者から要望が届いておりまして、10年以上前から、エゾシカや、キツネ、タヌキなどによる農作物への被害

があったと。近年、アライグマも含めて、野生動物による被害が増加傾向にあるということの話がありました。そ

して、市役所に駆除をお願いしているのだけれども、なかなか対策が手薄になっていないだろうかということで、

もっと対策に力を入れてほしいというのが要望の内容でありました。 

 今回、有害鳥獣となれば、熊だとかトドも含まれるということになると思うのですが、農業被害を取り上げてい

ますので、鳥獣種類については、エゾシカだとか、キツネ、タヌキ、アライグマを中心にした質問になりますので、

了解していただきたいと思います。 

 それで、早速質問の第１は、被害は、果樹だとか、エダマメだとか、あるいはトウモロコシ、イチゴ、スイカな

どの果物をはじめ、畑の踏み荒らしなどもあると伺っています。 

 鳥獣被害防止計画書に、鳥獣の種類別に平成23年度被害通知が記載されておりましたけれども、その各鳥獣、動

物による被害の現状だとか、あるいは被害の傾向について、その特徴点について、わかれば説明していただきたい

と思います。 

○（産業港湾）農政課長 

 平成23年度の被害防止計画なのですけれども、まずエゾシカによる被害の現状についてでありますけれども、23

年度は果樹が10万円、それと畑の踏み荒らしが20万円という被害が出ています。 

 あと、被害等の傾向等につきましては、エゾシカにつきましては、蘭島、忍路、それとあと張碓と春香地区に一

定数が生息していると考えられます。近年、エゾシカの個体数の増加によりまして、果樹の食害、それと畑の踏み

荒らし等によりまして、農作物の被害及び農作業の遅れ等が増加している傾向にあるということです。 

 それと次に、キツネについてでありますけれども、キツネにつきましては、イチゴが１万円、トウモロコシが12

万円、畑の踏み荒らしが２万円の被害が出ております。 

 それから、タヌキによる被害もちょっとあります。これについては、トウモロコシが４万円、それと畑の踏み荒

らしが３万円という被害が出ております。キツネ、タヌキにつきましては、市内各所で出没しておりまして、３年

程度のサイクルで捕獲数が増減しております。それでも、ある一定数がずっと生息していると考えられております。

今言った農業被害につきましては、春のイチゴの食害、畑の踏み荒らし、それと今言った秋のトウモロコシの食害

が発生しております。 

 次に、アライグマですけれども、アライグマにつきましては、トウモロコシの被害が１万円ということで記載し

ておりまして、アライグマにつきましては、現在のところ、張碓方面で農作物、トウモロコシも被害が発生してい

る程度なのですけれども、近隣の市町村におきまして被害の報告が出ておりますので、今後、小樽市でも被害の発

生が危惧されているところであります。 

○川畑委員 

 私が農家の方から伺った、具体的に農家の方はどのぐらいの被害があると金額は言っていないのですけれども、

いろいろ話の中で感じたところでいくと、意外に少ないなという感じがしています。この件数は、どんなもので、

どんな根拠でもってつくられているのか、それを説明していただきたいのと、それと市内全域の直近の農業者の被

害額をつかまえていればお示ししてもらえればと思うのですが、いかがですか。 

○（産業港湾）農政課長 

 この計画書の被害の額等につきましては、農政課に毎年来る農家からの被害、駆除依頼がありまして、それに基
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づきまして現地調査をし、そのときに被害額を聞いて、それの積み上げということであります。 

 次に、直近ということですので、平成24年度の９月末ぐらいまでの数字が出ていますので、これにつきましては、

エゾシカは、カボチャが１万円、トウモロコシが９万円、キャベツが１万5,000円、果樹が２万円、それと畑の踏み

荒らしが35万5,000円ということになっています。それで、合計が49万円。それと、キツネは、畑の踏み荒らしが５

万円、それとイチゴ10万円、合計15万円。タヌキは、トウモロコシ４万円、イチゴが１万円ということで５万円。

それから、アライグマは、畑の踏み荒らしということで１万円、合計70万円となっています。 

○川畑委員 

 食害では特別多い数字、金額ということではないのですか。エゾシカは少し増えていると思うのですけれども、

どうも私が農家の方から受け止めた状況と少し違いがあるように思うのです。 

 それで、農家などから駆除の依頼があった場合、捕獲、駆除はどこに依頼されているのか、その捕獲方法などに

ついてわかれば、説明してください。 

○（産業港湾）農政課長 

 平成24年度までにつきましては、駆除につきましては、北海道猟友会の小樽支部と市が委託契約をしまして、捕

獲、駆除一切について北海道猟友会小樽支部に委託をしております。 

 鹿につきましては、猟銃で駆除、それとあとタヌキ、キツネ、アライグマにつきましては、箱わなで捕獲しまし

て駆除しております。 

○川畑委員 

 それで、駆除の実績について伺いたいのですが、まず１件当たりの捕獲の依頼数というのですか、許可というの

ですか、それと１頭当たりの捕獲の委託料がどのくらいお支払いされているのか、説明していただけますか。 

○（産業港湾）農政課長 

 平成24年度でいきますと、キツネにつきましては、１許可が１万2,000円、１頭捕獲するごとに１頭3,500円、そ

れとタヌキにつきましても、１許可が１万2,000円で、１頭捕獲しますと3,500円、鹿につきましては、１許可２万

円のみ、捕獲をされてもゼロということです。それと、アライグマにつきましては、通年ということで２万円、１

頭捕獲しますと3,500円というふうになります。 

○川畑委員 

 それにあわせて、平成22年度から３年ぐらい、22、23、24年度の捕獲の依頼数というのですか、その件数と委託

料の捕獲頭数の金額についてお示しいただけますか。 

○（産業港湾）農政課長 

 今、平成24年度の委託料と許可の関係は言ったのですけれども、22年度、23年度、ちょっと金額が変わっている

ものですから、それを先に言います。 

 まず、22年度から言います。キツネ、許可は１万2,000円で、５件で６万円ありました。それと、捕獲数が15頭、

これが１頭、22年度は3,000円だったものですから、４万5,000円になっております。それと、タヌキにつきまして

は、許可１件１万2,000円、それと捕獲数が３頭で9,000円となっています。これも3,000円です。鹿が許可４件で８

万円、アライグマが許可１件で１万2,000円、ただ捕獲数はありませんでした、ゼロです。合計21万8,000円となっ

ています。 

 23年度、キツネが許可４件で、ここは１万2,000円で４万8,000円となっています。捕獲数73頭、ここで１頭3,500

円になりまして、25万5,500円となっています。タヌキが許可３件で、１万2,000円で３万6,000円、捕獲数46頭、こ

こも500円上がって3,500円で、16万1,000円になっています。鹿が許可１件で２万円、捕獲数５頭ありました、でも

ゼロです。それと、アライグマが許可１件で、このときに１万2,000円でした、それで１万2,000円、それと捕獲数

が２頭で、このとき3,500円になっていましたので7,000円、合計が53万9,500円。 
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 24年度が、キツネは許可が３件で１万2,000円の３万6,000円、捕獲頭数が57頭で3,500円で19万9,500円、タヌキ

が１件で１万2,000円、捕獲数27頭で3,500円で９万4,500円、それと鹿は許可が４件で８万円、捕獲数が11頭です。

アライグマは許可１件で２万円、捕獲数は８頭で２万8,000円、合計47万円となっております。 

○川畑委員 

 今、報告を受けた平成22年度から24年度の状況を見ると、ばらつきが相当あると思うのですが、23年度が多く捕

獲されて、24年度は若干減っているような傾向があると思うのですが、しかしながら鹿だとかアライグマが増えて

いるように思います。駆除実績についての傾向と今後の予想について説明していただけますか。 

○（産業港湾）農政課長 

 キツネ、タヌキにつきましては、大量に捕獲した年が２年程度続くと、当然３年目にはかなり捕獲数が減少する

ということで、こういうサイクルでずっと来ています。その繰り返しですので、これからもそういう繰り返しにな

るのではないかと思っています。ある程度の一定数がずっと何となく小樽にいるのではないかというふうに考えて

おります。 

 あとは、エゾシカにつきましては、道内でも増加傾向がずっと言われているのですけれども、小樽市につきまし

ては、近年、せいぜい１頭から５頭、これについては、農業被害ということで依頼したときに、ずっと１頭から５

頭という捕獲が続いていたのですけれども、平成24年度11頭というふうに増加しておりますので、そろそろ小樽の

ほうも捕獲数が増加するのではないかというふうには考えております。 

 それと、アライグマにつきましても、エゾシカと同じく、道内で結構増加傾向にあるのです。結構、赤井川村と

か札幌市とかでは、被害がかなり、あと当別町なんかすごい被害が出ているのですけれども、小樽市につきまして

は、今までずっとゼロだったのですけれども、一昨年あたり、23年度に２頭、それと今年度、24年度ですけれども、

張碓地区１か所で８頭も一遍に増えていますので、小樽市もそろそろアライグマが増加するのではないかなという

ふうに考えております。 

○川畑委員 

 私が聞いた中では、忍路あるいは塩谷でもアライグマが出ているという話を聞くのですが、その辺は確証したも

のはないので、タヌキと間違えているという可能性も十分あるかもしれません。 

 捕獲等に関する取組の課題としては、キツネ、タヌキに関しては、市内全域で生息が確認されているけれども、

わな猟免許所持者及び、わなの数量に限りがあるために十分な捕獲ができないというようなことで、この被害防止

計画書の中に書いているのですけれども、このわなは、市と、先ほど話してくれた猟友会のどちらが用意するもの

なのか、そしてそのわなの数については、現在、間に合っているのかどうか説明していただけますか。 

○（産業港湾）農政課長 

 わなは、箱わなというものなのですけれども、これについては、小樽市で現在４個ありまして、それを猟友会に、

農家の方から駆除の依頼等が来たときに貸し出すというか渡して、それで捕獲、駆除をしていただいております。 

○川畑委員 

 ４台ともお貸ししているということですね。それで間に合っているのですか。 

○（産業港湾）農政課長 

 平成24年度、23年度、私が来た22年度あたりを見ますと、４台全部が出るというのはなかなかなかったようなの

で、一応は間に合っているとは思っています。 

○川畑委員 

 この被害防止計画書で見ますと、小樽市の鳥獣被害対策実施隊設置要綱があるようですけれども、それによれば、

小樽市の鳥獣被害防止計画が平成24年９月28日に策定された、そして小樽市にもその実施隊を設置していると。隊

員は、市の非常勤の職員として市長が任命するというふうに書いておりますけれども、猟友会の会員が任命される
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ことになるのではないかと思うのですが、隊員数は何名おられるのか、そしてその報酬額は幾らなのかも説明して

いただけますか。 

○（産業港湾）農政課長 

 実施隊の隊員につきましては、おっしゃるとおり、猟友会の会員の方から任命、お願いすることになっておりま

す。それで、隊員は、今のところ45名任命しました。 

 報酬額につきましては、年額3,000円、それとキツネ、タヌキ、アライグマを捕獲したときに１頭当たり3,500円、

それと鹿は１頭当たり5,000円を報償費として支給するというふうになっております。 

○川畑委員 

 今回この質問をしているのは、一つ、小樽市の鳥獣被害対策実施隊の設置で、隊員の報酬が低下しているように

思うのです、報酬というか、前に比べると。それで、農業者の声として、駆除を依頼すると猟友会の方が良心的に

やってくれるのですけれども、足を運んでくれているのだけれども、その費用は実質的にボランティアではないだ

ろうかと農家の方が心配しているのです。それで、なかなか頼みにくいというのが心情的にありますと。ですから、

農業被害をなくすためにも、予算を増額するだとか、駆除対策にもっと力を入れてほしいというのが農家の方の意

見なわけです。 

 それで、その対策を今後、どういうふうに進めるのか、その辺の検討していることがあったらお聞かせください。 

○（産業港湾）農政課長 

 今まで、農業被害の捕獲、駆除につきましては、猟友会の小樽支部と小樽市が委託契約を交わして、その中でや

っておりました。その中で、例えば、平成23年度、24年度であれば、若干ですけれども、500円なりの増額をして、

委託契約ですから、猟友会から当然見積書をいただいて出してもらって、その中で了解しながらやってきています。 

 次に、25年度につきましては、ほとんど新たな実施隊、それと隊員ということでは、新たな駆除等の取組なもの

ですから、まだまだ詳細をつかめないところもありますので、25年度様子を見まして、その報償費にやはり見直す

点があるのであれば、猟友会の方なりと、実施隊は猟友会が取りまとめをしておりますので、その方たちと協議し

ながら、見直すものがあれば見直していきたいというふうには思っていますので、遠慮なさらず農家の方は電話し

て依頼していただきたいと思います。 

○川畑委員 

 ぜひ農家の方にも安心で、農作物の被害をなくするためにも、そういう点での善処をしていただきたいと、そう

いうことでお願いして、私の質問を終わります。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

○中島委員 

◎労働実態調査について 

 それでは、労働実態調査について、最初にお聞きします。 

 一般質問で、小樽市が発注する公共事業の受注者の労働実態について調査をするべきだというふうに申し上げま

したけれども、これにかわる小樽市の労働調査といっているものが何かないかということで調べたところ、こうい

う労働実態調査を昭和55年度から実施しているということがわかっていろいろ見てみましたけれども、中身がちょ

っと違うかなと思いました。この内容について、毎年行われていますが、労働実態調査の対象と主な調査項目、こ

こら辺について、全体の事業所数も含めて説明してください。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 小樽市の労働実態調査の調査対象でございますけれども、市内に所在する従業員が５人以上の事業所を対象にし

ておりまして、今、委員がおっしゃったとおり、昭和55年度から始めて、当初は10人以上を対象ということにして

いたのですけれども、平成11年度から５人以上で、600社を抽出して、それを対象として調査をしております。 
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 調査の項目につきましては、従業員数ですとか、採用の関係、昨年度からは、新卒者で３年以内に離職した方は

いらっしゃいますかと、こういった質問なども設けるようにしています。あと、労働時間、賃金、休日・休暇等、

いわゆる労働環境の全般なことを調査項目としています。 

 それから、小樽市内の事業所数ですけれども、平成21年の小樽市の経済センサスの基礎調査というものがありま

して、それによりますと小樽市内の民間の事業所数、総数でいきますと6,597ということになってございます。労働

実態調査の対象としては、５人以上ということにしておりますので、その中で５人以上の事業所数につきましては、

2,450ということになってございます。 

○中島委員 

 ５人未満の事業所については、調査をしない対象にしている理由は何ですか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 この調査の目的が、小樽市内の企業の従業員の雇用実態を把握するということになってございます。５人未満と

いいますと、家族経営ですとか、ひとり親方ですとか、私どものイメージしている雇用関係の実態を調査するには、

少人数の小規模な事業所は対象としないということでこれまで実施してきたのではないかというふうに思っていま

す。 

○中島委員 

 全体で6,600ぐらいの事業所のうち、4,000ぐらいが５人未満ということで、本当に零細な事業所が圧倒的に多い

というのが実態だということですね。そうすると、2,450に対して600を抽出して調査をしているということですが、

集計数と回答率はどのぐらいありますか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 平成23年度の調査でお答えさせていただきますけれども、23年度につきましては、回答数が600社中265社、回答

率につきましては44.2パーセントということになっております。 

○中島委員 

 この600に対して４割ぐらいの方がお答えであるということは、これ自体はそう悪くない数字だと思いますが、全

事業所を対象にした場合には、2,450から見ると265ということで１割ちょっと、そういう点では、この2,450全ての

事業所を対象にして調査しない理由は何でしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 調査も、いろいろアンケート調査などあると思いますけれども、2,450全部に調査しないといいますのは、この労

働実態調査の調査内容からいいましても、いわゆる標本調査というもので十分だというふうに考えておりまして、

その2,450全件ではなくて、その中から何社かを抽出して調査するという形で十分だと思っています。 

 それと、当然、経費の問題もございますし、2,450全部に送るとなれば、業務量の問題もありますので、市といた

しましては、全件に調査するということは考えてございません。 

○中島委員 

 私は予算の問題が大きいのかなと思っていたのですが、お金の問題でいきますと、現在、この労働実態調査には

どのぐらいのお金を使っていて、もし2,450全部に出すとしたら、どれぐらい違うことになるのでしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 現在、600社を対象にしたこの労働実態調査にかかる経費は、大体約16万円ぐらいです。ですので、600が2,450

ということですから、単純に４倍というふうに考えますと64万円ぐらいになりますので、その差額が経費の予算と

いうことになると思います。 

○中島委員 

 大したお金ではないです。60万円ぐらい使って市内全部の調査をするというのも、できない話ではないという気
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がするのですが、問題はこのアンケート結果です。このアンケート結果もまとめてあるので、読ませていただきま

したが、例えば新規学卒者の採用割合は増加してきて、４割近くの事業者で新規採用したとか、それから平成24年

度の採用予定はどうかといったら、過半数が採用の予定なしとか、結構重要な項目を聞いているのです。これは、

例えば産休だとか、育児休業をやっていますかという、そういう労働行政ともあわせて、なかなか興味深い項目を

出しているのですが、問題は、これが信用できる数字なのかどうかということなのです。一生懸命やって集計した

けれども、いわゆる信頼度という点で、このアンケート調査が小樽の事業所はこうですと言えるようなものなのか

どうかということなのですが、いわゆる信頼度として足りるためには、この2,450件の事業所のうち何件ぐらいの回

答があれば、大体言っていることはそのまま信頼していいのではないかと、そういう統計学的な見方として今の265

社というのはどうなのかという、その辺はどうですか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 今、信頼度ということのお話ですけれども、いわゆる統計学的にはということで、一般的なアンケート調査です

とか、国とかで実施している調査では、標本誤差５パーセントというふうに言われていまして、信頼水準が95パー

セントであればいいと一般的には言われています。これが生命とか健康にかかわるとなると、その誤差はもちろん

小さくしなければならないのですけれども、そういった意味では、労働実態調査も、この信頼水準95パーセントで

いいのかなというふうに思っています。 

 本題に入りますけれども、事業所が約2,450ということで、いろいろ難しい数式があるので、それは省きまして、

2,400を基にした場合のその信頼水準95パーセントということで考えますと、標本数というのは330ということにな

ります。ですから、昨年で言いますと265社ということですから、70社ぐらいがちょっと今の時点では足りないとい

う状況になっておりますので、95パーセントまではいっていないのですが、260社の回答をいただいておりますので、

一定程度のそういった市内の事業所の傾向はつかめているのかなというふうには考えております。 

○中島委員 

 結局、信頼度ということになりますと、もう少し標本数を多くしたいというのが率直なところだと思います。こ

の間、他の自治体にも同じ労働調査の実態はどうかということを聞いてみて、帯広市なんかでも、やはり５人以上

の事業所1,600、これ全部調査しているそうです。回答率は３割から、高いときは４割をいただいたことがあると。

市内の業者は、この結果を見て育児休業制度を導入するときの賃金決定の参考にしているとかという、そういうお

話もあって、そういうふうになれば、この実態調査のやっている意味もあると思うのですけれども、やはりこの活

用、報告というあたりではどういう状況でしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 今、帯広市の例を出されましたけれども、そもそもこの調査の目的といいますのは、そういった、今言った介護

休暇がどのくらい市内でとられているのだというのを調査して、資料として、それを市内の事業所の方に参考にし

ていただいて、自分たちの会社のそういった労働条件を見直していただきたいということで実施しておりますし、

あとは私どものいろいろな施策に活用したいということで考えています。 

 今の状況ですけれども、利用の仕方といいますか、周知の仕方としましては、結果を市のホームページで公表し

ておりますという部分と、あとは調査の概要版ということで簡潔な冊子をつくっておりますので、その調査を依頼

した事業所でその冊子を希望があればお送りして、希望がないところについてはホームページを参照してください

ということで周知をしているというところが実態でございます。 

○中島委員 

 この項目は終わりますけれども、基本的にはやはり全件対象にして、2,450件に送ってほしいと思います。それで、

返事が来る来ないは向こうの判断なので、来るのはかなり少なくなりますから、やはり対象を広げるということと、

最低でも信頼度のある結果にしていただきたいと、330件目指して、330件の回答を得たという労働実態調査になる
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ようにぜひ取り組んでいただきたいと思いますけれども、その辺ではどうですか。現在のままでいいという状況で

いくのでしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 今後の取り組み方ということでお答えさせていただきますけれども、当然、今、先ほど言いましたとおり、2,400

に対しては330ということが、信頼水準95パーセントということでお答えしておりますので、260でいいとは思って

おりません。ただ、その330にする際の方法が、2,450全部に送ればいいのかというと、先ほど言いました経費の問

題もありますので、そうとは考えておりませんので、当然、今600社に対して送っているものを増やすのか、600社

に対しての回答率を上げるのか、そっちのどちらか、あるいは両方やっていきながら、少しでも信頼度の高い、330

に近い回答を得るように努めていきたいというように考えてございます。 

○中島委員 

 奮闘を期待します。 

◎小樽観光振興公社出資金について 

 次に、観光費の小樽観光振興公社の出資金１億3,000万円の件を質問させていただきます。 

 山田委員からも質問がありましたので、概略は皆さん承知の上だということで質問いたしますが、老朽化した観

光船を新規購入すると、新造船としてつくるということです。現在の観光船の営業実態というのは、どういう状況

になっているのでしょうか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 平成24年10月で運航が終わっておりますので、その実態ということで報告させていただきます。 

 まず、営業期間は、171日間です。それから、観光船の運航日数ですけれども、祝津航路で152日、オタモイ航路

で129日、それから観光船の乗客数でありますけれども、祝津航路で１万5,393人、オタモイ航路で4,604人、屋形船

ですけれども、屋形船は港内の遊覧で205便の2,337人、貸切りですけれども、屋形船の貸切りで39便の1,056人、観

光船その他の航路、これは608人なのですが、どういうものかといいますと、通常、祝津へ行ったりですとかオタモ

イへ行ったりするものなのですが、その旅行業者のニーズによって港内一周してくださいとかというものもあった

りしますので、その航路として608人を計上しております。乗船人員の総数ですけれども、２万3,998人、これが運

航実績です。 

○中島委員 

 オタモイ航路より祝津航路のほうが大分多いということですが、乗船人員はわかりましたけれども、年間目標と

いいますか、経営的にはどうなのかというあたりではどうでしょう、結果的に。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 やはり観光船事業だけでは経営的には成り立たないということで、かなり実際のところは半年間、それも欠航も

多いということで、経営的には観光船事業だけではかなり厳しいというところでございます。 

○中島委員 

 現在の船は何年たっているのか、老朽化の問題では、新規の購入あるいは新造船の購入については、一体いつご

ろから話題になって検討してきたのですか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 現在の船ですけれども、昭和51年の建造です。ですから、35年経過しております。 

 そして、新造船の、船の更新の検討ですけれども、実際のところ、事務レベルでは随分前から話をしておりまし

たが、正式には平成23年11月30日の取締役会で、小樽市に対し更新を要望していくというところで決まっておりま

す。その後、12月１日に社長名で市長に対し、観光船の更新について検討いただきたい旨の文書をいただいたとこ

ろです。 
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○中島委員 

 海上観光ということで使うこの船ですけれども、小樽だけではないと思うのです、使っているところはほかにも

あると思いますが、普通一般的にこの耐用年数というか、使用年数は何年ぐらいでしょうか。 

 そして、小樽市以外の海上観光に観光船を利用している自治体、あるいはその場所で、更新計画、更新するとき

はどういう形でやるのが多いのでしょうか。このあたりはどうですか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 観光船なのですけれども、大体おおむね、ほかのまちの事例を見ますと、例えば年間使っているところで、離島

なんかを走るシーバス、それで大体21年から25年ぐらいを使用しております。それも通年で利用している船です。 

 北海道内のほかのまちを聞いてみますと、積丹町は15年で更新をしております。そして、別海町につきましても、

新しい船を買ってから15年経過していると、おおむね20年ぐらいは少なくとも使えるのではないかと。小樽の場合

は、半年、陸揚げしますので、その間のメンテナンスも含めれば、やはり30年ぐらいは何とか頑張っていけるのか

というふうには考えております。 

○中島委員 

 実際に、積丹町では、町で平成９年に建造しているのですね。そして、14年、公社に3,000万円で売却したと。別

海町では、公社自体が市中銀行借入れによって平成10年に建造しています。 

 ですから、小樽観光振興公社も、船がどんどん古くなっていっているのがわかるわけですから、計画的に新造船

の予定を立てて、市中銀行から借入れをして予算化すると、そういうことを当然すべきだったと思いますが、そう

いう検討はしてこなかったのですか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 観光振興公社ですけれども、なかなか今までも船の失敗もありまして、市を含めても8,500万円の借金があった、

その中でどんどん返していかなければならないということで、新造船を入れるにはなかなか財政的には、経営的に

は厳しい状況にあったということで、もちろん船の更新をしたいのはやまやまでも、実情としてはできなかったと

いうところであります。 

○中島委員 

 先ほどのお話では、小樽市が、今回、出資することで99パーセントの出資者になると言っていましたが、この観

光振興公社の株主総数は何件なのか、小樽市の持ち株率は先ほど40パーセントと言っていました。それが99パーセ

ントになると言っていましたけれども、その95件の株主、95件と言っていました。95件の株主と相談したかどうか

というあたりも、先ほどあまり明確ではなかったのですけれども、当然、普通は出資割合に応じた負担という、小

樽市も４割出しますと、皆さんも少しずつどうですかと、こういう話が普通ではないかと思うのです。財政が大変

だからといって全部小樽市が負担するというのはいかがかと、小樽市も財政が大変だと口を開けば市長が言ってい

るのです。夕張市のようになっては困る。そういうときに、全額１億3,000万円、出資者99パーセントになるまで負

担するという決断をするというのは、非常に疑問を感じるのですが、こういう結論を出したということについて、

財政部もいますけれども、認めたという経過については、どういう判断だったのですか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 やはりこれはもう予算がついておりますので、財政部で認めたと。その経緯を観光振興室からお話しさせていた

だきますけれども、やはり出資に当たっては、取締役会で諮って、先ほどもお話ししましたけれども、観光船事業

についてはやはり公共事業に限りなく近いと、そういう判断であります。当然のことながら、民間の皆さんで言い

ますと、出資すると配当があって当たり前なのですが、この観光振興公社につきましては、配当を出せるような今、

会社ではありません。ということは、小樽市が、今、公共の立場でもってやはり支えているという実態もあります

し、観光船についても、小樽の観光のレベルアップを図るために海上観光を推進していくのだと、そういった公共

 
- 41 -



平成 25 年 3 月 11 日 予算特別委員会会議録(4) 

事業の一環でありますので、そこを観光振興公社に観光船を任せているという経緯もございますので、その各株主

も、小樽市がやはりここは支援すべきだという判断に至っているというふうには聞いております。 

○中島委員 

 それなら、観光振興公社の貸付金、平成24年度から始まっています、3,200万円。大したお金ではないのですけれ

ども、このお金まで小樽市がいったん銀行から借り入れて、さらに観光振興公社に出さなければならないのかとい

うあたりになると、３億円とか５億円というお金ならそういうこともあるかという気もしますけれども、3,000万円

ほどのお金も市中銀行から借りるのが大変だと、こういう事態だということなのでしょうか。銀行からの借入利息

が高額だから、小樽市がかわりに銀行から借り入れて貸付けをしていると聞きました。この結果、そうしたら小樽

市の負担というものは発生している、小樽市自体の負担は起きていないのかどうか、このあたりはどうですか。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 現在、観光振興公社に対しましては、1.475パーセントの短期プライムレートの金利で貸しております。ですから、

元金に対して利息金、例えば初年度で言いますと、3,250万円に金利相当分で47万9,375円乗せて、その金利分を乗

せて返しておりますので、小樽市としては特に損をしているという状況ではございません。 

○中島委員 

 そこがよくわからないのです。小樽市は損をしていませんと言うけれども、小樽市が銀行からいったん借入れす

るわけですよね。それには利息がつくのではないですか。その利息よりも低い利息で観光振興公社に対してお金を

貸し付けているのではないですか。そうであると、小樽市は負担が発生するのではないですか。発生しない、その

理由は何ですか。 

○（財政）財政課長 

 今回の観光振興公社に対する貸付けの関係と、市のお金を借りている、市が一時的にお金を借りているような関

係でございますけれども、市としても、１年中びっちりこの3,000万円を貸し付けたことによってお金が足りなくな

って銀行から借りているという状況ではございませんで、その時々で資金の不足があるときだけ借りている形にな

っておりまして、そういう意味では一時借入金という形の対応によって、その分の利息が発生しているところでご

ざいますけれども、それと3,000万円の短期プライムレートの利率を比べますと、そういう意味では利息がついて戻

ってきている金額のほうが多いという形にはなりますので、損得というような言い方をすると、とりあえず現状に

おいては損はしていないということでございます。 

○中島委員 

 そういう話になるとなかなか難しいのですけれども、そういうことが通用するのだったら、ぜひ力をかしてほし

いという市内のいろいろな方がいらっしゃるのではないかと思います。公営的な役割があるという観光振興公社だ

からやるというだけで済むのかと私は思うのですが、先ほどお答えになっていましたが、昭和57年、民間主体で観

光を盛り上げるために、公益団体と民間で協力してこの会社を立ち上げたのだと、その原点に返ってやるべきでは

ないですか。小樽市は、もう観光を主要産業として、横断幕まで掲げて観光都市宣言しているのです。それを支え

る観光振興公社が3,000万円も用立てできなくて小樽市にすがる、そして新造船も100パーセントこちらにお世話に

なる、これはほとんど100パーセントになれば、直営と同じではないですか。なぜ直営に戻さないのか、そういうこ

とは検討していないのかどうかお聞きします。 

○（産業港湾）観光振興室中村主幹 

 直営ということなのですけれども、やはり当初の設立趣旨、民間と協力してやっていくということがありますが、

現状として、今まで減資、増資を図ってきた経緯の中で、取締役の皆さん、株主の皆さんも、何らその配当のない

中で現状がいっぱいだというところで聞いてもおります。 

 直営について、これをやるとなりましたら、実際のところ、市がこの観光船事業をやるのは、例えば人件費の問
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題もありますし、それからこの営業努力、そしてこの安全運航を図るにはやはりプロパーの職員がやっていかなけ

ればならないということを考えますと、市が直営でやるのは非常に現実的ではないということで考えております。

ですから、まず観光船事業をやっていくという趣旨で観光振興公社もありますので、現在の観光振興公社を支援し

て何とか観光船事業をやっていくことが、市が今やるべきことだということで認識しております。 

○中島委員 

 そうは言いますけれども、見通しがあるのか、言えば、先々ずっとこの厳しい見通ししかないように思います。

そういう点で、観光振興公社と一緒に入れ上げて続けていくのか、市がもとに戻して、産業港湾部の一部に観光船

事業部をつくってやるとか、そういうことだって検討しなければならないレベルではないかと私は思っているので

すけれども、そういう点では、海上観光のメーンである船を切り捨てるわけにはいかないという点では、私たちも

反対はできないのかなというふうに思っているのですが、甚だ問題があるというふうに指摘しておきます。 

◎重点分野雇用創造事業について 

 それで、最後に資料を出してもらいましたから、この資料について、一言だけお聞きしておきます。 

 これも他の委員の皆さんがお話ししていたのですけれども、これは資料を出していただいたとおり、平成22年度

から、重点分野雇用創造事業として取り組まれてきた中身が書いてあります。それで、今年度は1,500万円というこ

とで、雇用の予定が８人というふうになっておりますが、今年度から新しくなるのは、新卒高校生、高校生で就職

できなかった方もこの中に入れて教育の対象にしていいという項目が加わったと聞いております。同じ事業項目と

いうか、事業内容になっているのですが、高校を卒業して新たに就職しようとする方と、それから今まで、40歳ま

でを対象にした若手失業者の皆さんへの雇用のための教育と同じ中身で、変わらないということなのでしょうか、

そこを確認しておきたいのですが。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 緊急雇用創出事業の今の地域人材育成事業の話ですけれども、先ほど少し言いました平成23年度までで終わりだ

という中で、24年度は震災の関係があって震災対応ということで、震災によって離職した方を対象としてください

というのがありまして、それ以外にも、対象としてもいいというよりも、そのときそのときの雇用情勢、あくまで

も失業対策の事業ですので、24年度については、若年者の就労に配慮した事業も考えてくださいという言い方で40

歳未満、それから25年度については、新卒未就職者にも配慮してくださいということもあって、今回の事業をつく

ったという経緯があります。当然、対象が違いますので、あと対象と、その事業、22年度からやっていますから、

毎年ちょっとずつ中身的には見直したりプラスしたりしてきていますけれども、違いといえば、職場実習という中

で、22年度にはやっていなかったことを23年度で、ウイングベイでやっているハロウィンの、子供たちを対象にし

たイベントをこの実習生にやらせているというのを23年度で始めています。それは、より実践的なそういったイベ

ントの企画などを本人たちにやらせるのが、やはりそういった力をつけるということにつながると。 

 24年度については、観光協会がやっているうまいもん祭りというところに出店を自分たちで企画させたりですと

か、一番近くで言うと、年明けにスイーツフェスタというのをウイングベイでやっていたと思うのですけれども、

あれも実はこの生徒たちが自分たちで企画をして、業者の折衝ですとか、当然当日の手伝いもやっているというこ

とで、中身もちょっとずつですけれども変えてきてはおります。ただ、基本的には、毎年毎年これを受ける方たち

は、相手が違いますので、中身的にはそんなにそんなに変える必要はないとは思っていますけれども、そういった

見直しもしてきています。 

 25年度については、新卒未就職者ということで、本年３月に、高校を出て就職が決まらなかった方、それから先

ほど言った３年以内の未就職者も対象にしようとしていますので、当然、やる内容は同じような座学ですとか実習

ということになりますけれども、地元定着という意味では、新たに加えたのは、おたる観光案内人の２級程度の資

格を取らせるような内容のことを勉強してもらって、やはり地元のことを、小樽の歴史とか、そういったものを知
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っていただかないと地元愛というのも育たないだろうということもあって、そういった小樽のことも勉強させたい

というのを新たに加えたりですとか、昨年は中国語、韓国語をメーンでやっていましたけれども、やはりまず基本

は英語だろうということもあって、今年は語学は英語を中心にやるといったことで、対象によって中身を考えてき

ているところではあります。 

○中島委員 

 それでは、あと２点だけ。 

 就職決定数は書いてありますが、これ全部、市内企業と市外企業の割合をまず教えてください。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 就職決定数のうち就職者56名おりまして、そのうち市内が43名、市外が13名というふうになっております。 

○中島委員 

 終わりますけれども、この表を見て改めて思ったのですが、この事業は、この人件費に50パーセント以上を充て

るということが条件でお金がおりる事業だと聞いておりまして、大体59パーセントから68パーセントのときもあり

ますが、一定の割合で人件費に払われています。しかし、実際には、この1,000万円、2,000万円出して、就職する

方々、再雇用になる方が10人前後という中身です。これも効果があるといえば効果には違いないと思いますが、税

金の使い方として本当どうなのだろうと私などは思うのです。もう少し直接的な援助をして、この人件費割合を高

めて就職決定する人の数を増やすとか、そういうふうにならないのだろうかと思うのですけれども、これはそう簡

単にはならないのでしょうか。 

○（産業港湾）商業労政課長 

 先ほども説明しましたけれども、あくまでもこれは失業者対策で、緊急雇用対策ですので、まず雇入れをすると

いうことが第一の目的だということです。ですから、人件費の割合、先ほど半分以上と言っていましたけれども、

まずは市内の企業につなぎ雇用として雇ってもらうというのが大前提としてあって、その上でその後の雇用につな

げていくというのが平成22年度、23年度あたりから出てきたという内容になっていますので、私どもとしては、緊

急雇用ですから、雇用するということでまず一つ、もう目的は達していると。さらには、そこに就職決定数が書い

ていますけれども、かなりの確率の方がその後に雇用に結びついているということですから、経費の問題は結構中

身を見るとぎりぎりで、なるべく人件費のほうに充てて、本当に必要なリースとか、そういったものにしか経費を

見ていませんので、こういった形で実施するしかないのかというふうには思っています。 

○委員長 

 共産党の質疑を終結いたします。 

 以上をもって質疑を終結し、本日はこれをもって散会いたします。 


